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シンボルマークとコーポレートカラーは、全国の労働者(勤労者)信用基金協会において統一的に使用されており、「勤労者の
ための信用保証事業団体」としての団結を示す役割も果たしています。

〔シンボルマーク〕
　“人と人との交わり”をかたどったデザインは、日本労信協と、労働金庫、および勤労者のみなさまが固く結び
あって、ともに歩んでいく『協同』の想いを表しています。また、“花”をモチーフにした丸味のあるシルエットに
より、あたたかさ、親しみやすさを表現しました。
〔コーポレートカラー〕
　安らぎとさわやかさを感じさせる明るいグリーンが、『身近で、安心な生活に役立つ』日本労信協の事業内容
や活動姿勢を伝えます。

日本労信協の理念
Philosophy
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資料編

flexible, speed, challenge

　パステル調のイラストを使用し、四季をテーマにした街の風景の中に、そこで生活する人々の

イラストを織り交ぜて、暮らしの中の生活感を表現しました。

　日本労信協の第８期中期経営計画のキーワードである「柔軟」「スピード」「チャレンジ」を意識し

ながらも、世の中とともに歩んでいきたいという共生社会への想いを表現しました。

表紙のイラスト

Contents

私たちは、働く人への融資が円滑に進むよう
力を尽くす信用保証機関です。

私たちは、公益性に根ざした信用保証事業を行い、
働く人とその家族が安心して生活できる

共生社会の実現に寄与します。

私たちは、事業目的達成のため、
役職員の自己研鑽と相互啓発に努めます。
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平素より、皆様方には格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。また、新型コロナウイ
ルス感染症による影響を受けられた皆様には
心よりお見舞い申し上げます。

日本労信協は1980年の設立以来、勤労者
が健康で文化的な生活を営むために必要な
資金を労働金庫からお借り入れになる際、日
本労信協がその保証人となることで、勤労者
への融資が円滑に進むことを役割としてまい
りました。2021年度は新型コロナウイルス感
染症の拡大が経済活動や人々の生活に大き
な影響を及ぼしたことにより、難しい経営環境
が続きましたが、労働金庫の着実な取組みの
おかげにより、2022年３月末には保証債務残
高が14兆円を超えることができました。これも
ひとえに、ご利用いただいている勤労者の
方々と労働金庫をはじめとする社員の皆様の
ご支援の賜物と深く感謝申し上げます。

2022年度は、原材料価格の上昇や円安に
よる物価の上昇が勤労者の生活に大きな負担
となっており、労働金庫による一層の勤労者支
援が期待される状況にありますが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の観点からは、引き
続き非対面による対策が要請される等、従来
とは違う形の勤労者支援が求められるものと
考えております。

このような状況の中、日本労信協は、「柔
軟」「スピード」「チャレンジ」をキーワードとす
る第８期中期経営計画を2021年度にスター
トさせ、日々変化する状況の中でその時々の
勤労者ニーズに適う保証制度をご提供するこ
とを通じて、「信用保証事業を通じた共生社会
の実現」「業態の系統保証機関としての更なる
役割発揮」「持続可能な経営基盤の構築」の３
つの基本戦略の実践に努めてまいります。

2021年度に実施したリバースモーゲージ
の商品性の見直し等の勤労者ニーズに応える
ための保証制度の改定や、Ｗｅｂ完結型保証
審査の取扱商品の拡充、ＡＩ等の技術を活用
した効率的な審査手法の検討等を更に進める
ことにより2022年度においても、勤労者の
方々と労働金庫をはじめとする社員の皆様に
信頼していただけるよう努めてまいります。

本年も皆様に、日本労信協の業務内容や事
業活動、および決算・業務推移などをご紹介
するための「Nihon Roshinkyo Disclosure 
2022」を作成いたしました。この冊子により皆
様の日本労信協に対するご理解を一層深めて
いただければ幸いに存じます。

2022年７月

ごあいさつ

名　　　　称 一般社団法人　日本労働者信用基金協会（日本労信協）
所 在 地 〒１１２-０００４
 東京都文京区後楽１丁目４番１４号　後楽森ビル

理 事 長 砂金　良昭
設 立 年 月 日 1980年６月２７日

　＊設立許可年月日　          １９８０年８月２５日
　＊一般社団法人移行認可年月日　２０１２年３月２７日

準 拠 法 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（一般法人法）
基 本 財 産 1,246億円
社　　　　員 １３労働金庫・６労（勤）信協・労働金庫連合会
保証債務残高 １4兆172億円
役 職 員 数 186名（含む嘱託・派遣職員）

2022年 7 月 1 日現在
※基本財産・保証債務残高は2022年 3 月31日現在

設立と役割

日本労信協は、1980年６月に全国の労働金庫や都道府県労(勤)信協等の出捐を得て
旧民法第34条に基づく公益法人として設立された信用保証機関です。その後、公益法人
制度改革に伴い、2012年４月に一般社団法人へ移行しました。
「公益性に根ざした信用保証事業を行い、働く人とその家族が安心して生活できる共生

社会の実現に寄与する」という理念に基づき、日本労信協は、お客さまが労働金庫等から
健康で文化的な生活を営むために必要な資金をお借り入れになる際に、お客さまの保証
人となり、お客さまへの融資が円滑に進むよう力を尽くしています。

勤労者を取り巻く環境は絶えず変化しており、また、勤労者の金融ニーズも多様化して
います。日本労信協は、こうした動きに機敏に対応し、信用保証事業を通じて勤労者の福祉
向上に努めています。

NihonRoshinkyo Disclosure 2022
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2022年 7 月 1 日現在
※基本財産・保証債務残高は2022年 3 月31日現在

設立と役割

日本労信協は、1980年６月に全国の労働金庫や都道府県労(勤)信協等の出捐を得て
旧民法第34条に基づく公益法人として設立された信用保証機関です。その後、公益法人
制度改革に伴い、2012年４月に一般社団法人へ移行しました。
「公益性に根ざした信用保証事業を行い、働く人とその家族が安心して生活できる共生

社会の実現に寄与する」という理念に基づき、日本労信協は、お客さまが労働金庫等から
健康で文化的な生活を営むために必要な資金をお借り入れになる際に、お客さまの保証
人となり、お客さまへの融資が円滑に進むよう力を尽くしています。

勤労者を取り巻く環境は絶えず変化しており、また、勤労者の金融ニーズも多様化して
います。日本労信協は、こうした動きに機敏に対応し、信用保証事業を通じて勤労者の福祉
向上に努めています。
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CA

B労働金庫等 日本労信協

お客さま
（勤労者）

労働金庫等 日本労信協

お客さま
（勤労者）

BA

C

4

　お客さまは、労働金庫等に融資のお申込みをします。
労働金庫等は審査のうえ、お客さまと融資契約を結びま
す。

　お客さまは、融資のお申込みと同時に労働金庫等を通
じ、日本労信協へ保証のお申込みをします。
　日本労信協は保証引受審査を行い、🅐融資契約と同
時に、保証委託契約を結びます。
　保証委託の内容や保証料の負担義務ならびに求償権
の行使については、「保証委託約款」で約定しています。

　お客さまが返済不履行となった場合、日本労信協は、
労働金庫等の請求により、お客さまに代わって融資残金
を労働金庫等へ支払います。

　🅑代位弁済によって日本労信協がお客さまに対する債
権（求償権）を取得するため、お客さまは日本労信協に対
してご返済いただくことになります。

　労働金庫等と日本労信協との間の保証契約は、🅐融資
契約および🅑保証委託契約の成立をもって発効します。
　なお、労働金庫等と日本労信協は、包括的な「保証約
定書」を取り交わしています。

A

B

A

B

C

C

融資契約（お客さま⇔労働金庫等）

返済不履行（お客さま⇒労働金庫等）

代位弁済（日本労信協⇒労働金庫等）

求償権行使（日本労信協⇒お客さま）

保証契約（労働金庫等⇔日本労信協）

保証委託契約（お客さま⇔日本労信協）

融資契約と保証

代位弁済と求償権

事業の仕組み
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技能者育成資金融資制度
独立行政法人雇用・能力開発機構が取り扱っていた「技能者育成資金制度」（2010年度末廃止）の代替制度とし

て2011年 5 月から実施されている制度です。

経済的な理由により、公共職業能力開発施設等の行う職業訓練を受けることが困難な訓練生で、厚生労働省制定

の要領に定める資格要件を充たす方を融資の対象としています。

求職者支援資金融資制度
「訓練・生活支援資金融資制度」の後継事業として、2011年10月から実施されている制度です。

国の求職者支援制度による「職業訓練受講給付金」の支給対象となるお客さまで、本給付金では訓練期間中の生

活費が不足する方等を融資の対象としています。

日本労信協では、「就職安定資金融資制度※」に係る保証をはじめとし、求職者の就職支援等を目的とした、国（厚

生労働省）との提携事業を行っています。

※2008年12月から実施された国の緊急雇用対策の一つで、住居を失った勤労意欲のある勤労者を広く支援する制度です。ただし、本制度は、解雇・雇止めの
減少や、代替制度の整備等により、2010年９月末をもって新規取扱を終了しています。

(表示桁数未満は切捨)

＊相談機関
職業能力開発総合大学校、
職業能力開発(短期)大学校、
都道府県立職業能力開発学校、
ハローワーク等

保証契約

相談機関＊

代位弁済

補助金

相談・書類交付等

国

融資契約後、お客さまが返済不履
行となり、日本労信協が労働金庫
へ代位弁済した後もご返済いただ
けない場合、日本労信協は国から
補てんを受けます。

労働金庫 日本労信協

お客さま

共通フロー 

保
証
委
託
契
約

求
償
権
行
使

融
資
契
約

返
済
不
履
行

《 国との提携事業に係る保証実績 》

年度

5,877

16,067

34,563

42,864

32,566

23,646

17,798

10,808

7,104

6,224

5,512

4,510

3,884

3,613

2,668,354

8,792,484

9,187,932

9,987,953

6,876,830

5,315,495

4,353,425

3,639,365

3,327,213

3,063,095

2,766,789

2,471,663

2,143,859

1,902,084

0.032

0.100

0.087

0.092

0.063

0.048

0.039

0.033

0.029

0.026

0.022

0.018

0.015

0.013

2008.12 ～

2010.9
制度終了

2009.8 ～

2011.5 ～
2011.10 ～

件数 金額
保証債務残高に

占める割合
[ 金額ベース ]

制度別実施期間

就職安定 訓練・
生活支援 技能者育成 求職者支援 教育訓練・

受講者支援

2011.9
制度終了

2019.6
制度終了

2014.10 ～

（件） （千円） （％）

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021

国（厚生労働省）との提携事業
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保証制度 組織※1

区分
保証限度額
（最高額）

保証期間
（最長）

保証料率

一括払 毎月払

無
担
保

無担保一般

証書貸付 
・ 

手形貸付

組織
 

1,000万円 
（教育資金・

住宅資金を
含む場合は

2,000万円）

10年 
 （教育資金は20年、 

住宅資金は25年）

年0.70％

未組織 年1.20％

証書貸付

生協 － 年0.98％

　 保険付

組織 － 年0.88％

未組織 － 年1.38％

生協 － 年1.16％

無担保変動※2 証書貸付

組織

2,000万円 25年 － 信用リスク率
＋年0.16％未組織

生協

無担保新保証 証書貸付

組織

500万円 25年 － 年2.00％未組織

生協

マイプラン

カード 
ローン

組織 500万円
契約日より 

１年ごとの更新

－ 年0.80％

未組織 300万円 － 年1.20％

生協 500万円 － 年0.98％

目的別カードローン

組織

500万円 契約日より 
１～３年ごとの更新

－ 年0.70％ 

未組織 － 年1.20％ 

生協 － 年0.98％ 

教育ローン（カード型）

組織

2,000万円 20年 
（貸越利用は最長７年）

－ 年0.70％

未組織 － 年1.20％

生協 － 年0.98％

有
担
保

有担保一般

証書貸付 
・ 

手形貸付

組織

１億円 40年

年0.08％
または

年0.16％

年0.10％
または

年0.19％

未組織
階層別保証料※3

生協

根抵当ローン

組織

１億円
契約日より 

５年ごとの更新 
（個別貸付は40年）

年0.08％ 年0.10％

未組織
階層別保証料※3

生協

　 カード カード 
ローン

組織

1,000万円 － 年0.25%未組織

生協

有担保変動※2 証書貸付
組織

（未組織・
生協）

１億円 40年 － 信用リスク率
＋年0.06％

リバースモーゲージ 
ローン

証書貸付
・

カードローン

組織

8,000万円 被保証人が
お亡くなりになるまで

－
年0.55％

または
年0.96％

未組織
－

生協

日本労信協の保証制度は以下のとおりです。

◎資金使途は、健康で文化的な生活を営むために必要な資金（生活資金・住宅資金）としています。

◎勤労者のライフプランに合わせた様々な保証制度を用意しています。

※1　「組　 織」 ･･･ 労働金庫法第11条に規定する会員のうち、労働組合等の組合員またはこれに準ずる方。 				  
「未組織」 ･･･ 「組織」「生協」以外の方。

        「生   協 」 ･･･ 労働金庫法第11条に規定する会員のうち、消費生活協同組合の組合員またはこれに準ずる方。
※2　無担保変動保証料制度および有担保変動保証料制度は、変動保証料制度を導入している労働金庫により、保証料率が異なります。
※3　有担保一般保証制度および根抵当ローン保証制度を利用する「未組織」の方については、お客さまの信用力に応じて、階層別に保証料率を適用して

います。

○上記保証限度額は、常用労働者かつ本人年収が150万円以上の勤労者を対象としています（雇用形態・本人年収によって異なります）。 
○無担保保証制度全体（証書貸付・手形貸付・カードローン）の保証限度額は2,000万円（ただし、教育資金・住宅資金を含む場

合）、有担保保証制度全体（証書貸付・手形貸付・カードローン）の保証限度額は１億円としています。 
○負債整理資金融資制度の保証限度額は、無担保貸付1,000万円（未組織は500万円）、有担保貸付5,000万円、やむを得ず無担

保貸付と有担保貸付を併用する場合は総額で5,000万円としています。 
○このほか、国（厚生労働省）との提携事業（※P5参照）やＮＰＯ等非営利法人事業融資に対する保証も取り扱いしています。 
○取り扱うローンの種類や保証限度額については、労働金庫により異なる場合があります。

2022年4月現在

保証制度の概要
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第８期中期経営計画（2021～2023年度）の概要

　（単位：百万円、％）

2021年度 2022年度 2023年度

新規保証引受金額 1,830,336 1,885,246 1,979,508

保証債務残高 13,897,957 14,177,306 14,448,092

決算保証料 22,983 23,019 23,470

代位弁済金額 22,432 22,208 21,986

　 代位弁済率 0.16 0.16 0.15

延滞率　 0.10 0.10 0.10

回収金額　 11,800 12,000 12,200

当期一般正味財産増減額 8,533 7,666 10,812

※諸比率の定義・金額等表示方法はＰ31参照。

[第8期（2021～2023年度）主要計数計画]
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への貢献

第８期中期経営計画(2021～2023年度)は、新基幹システム稼働の初年度（2021年５月）であり、

2030年に向けてＳＤＧｓや労働金庫業態が目指す“金融包摂”への取組みに、系統保証機関としてこれ

まで以上に役割発揮していくための基盤を改めて構築していく重要な３ヵ年となる。

第７期中期経営計画からの継続課題や新たな課題を踏まえつつ、新型コロナウイルス感染症の拡大に

よって社会情勢が一変するなど、従来以上に目まぐるしく変化する事業環境に対応するべく「柔軟」「スピー

ド」「チャレンジ」をキーワードとして、新たな価値観を取り入れながら日本労信協の更なる役割発揮に向け

た次なる第一歩となる中期経営計画とする。

計画の位置づけ

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ
第８期中期経営計画の基本戦略

【基本戦略１】　信用保証事業を通じた共生社会の実現

①労働金庫等との意見・情報交換を通じた勤労者ニーズの継続的な調査・研究　
②多様なライフスタイルにあわせた保証の提供
③お客さまの利便性向上に資するサービスの提供

●多様化する勤労者ニーズにあわせた保証・サービスの提供

【基本戦略２】　業態の系統保証機関としての更なる役割発揮

①労働金庫業態の事業計画と歩調をあわせた保証制度の構築
②変動保証料制度の適正な運用

●業態戦略に資する競争力と優位性のある保証制度の策定と改善

①信用リスク計測水準の維持・向上
②効率的な審査手法および信用リスク管理高度化の取組み
③保証引受基準や保証料率の適正化

●信用リスク管理の高度化による保証制度の適正化

①Ｗｅｂ完結型保証審査の拡充等による労働金庫の融資事務堅確化・効率化支援
②効果・効率的なリスク分析環境の整備
③労働金庫の融資審査・債権管理業務に役立つ情報提供

●労働金庫の融資事務に資する施策の展開

【基本戦略３】　持続可能な経営基盤の構築

①お客さまの状況に寄り添った丁寧かつ柔軟な対応
②災害復興に向けた継続的な支援
③新型コロナウイルス感染症による影響を受けたお客さまの支援

●勤労者の経済的再生に向けた柔軟な対応

①中期経営計画を通じたＳＤＧｓへの貢献
②国や自治体との提携融資の保証を通じた役割発揮
③中央労福協・労働金庫業態との連携による労働者福祉運動への参画
④ＣＳＲ活動への積極的な取組み

●ＳＤＧｓをはじめとした社会的課題への取組みと社会貢献活動の推進

①業務フローの最適化、機能の最大活用
②安定稼働に向けた保守管理体制の構築

●新基幹システムの定着と安定稼働

①デジタルシフトの対応および推進
②業務改善による生産性の向上

●業務改革の推進

①選択され、利用される保証制度の構築
②求償権の内容分析による効果・効率的な回収
③地域労(勤)信協からの円滑な事業譲受と新規保証引受

●安定的な新規保証引受と確実な求償権回収

①人材戦略の確立と実践
②労働金庫業態の方針に基づく日本労信協の組織風土の確立に向けた取組み
③多様な働き方に向けた対応

●将来の日本労信協を担う人材の育成・確保とディーセント・ワークの実践

①安定した経営と効率的な事業運営
②コンプライアンス経営の実践
③内部管理態勢の強化

●優良保証機関としての健全性の確保

～次なる飛躍に向けて～
第８期中期経営計画（2021～2023年度）の概要
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私たちは、働く人への融資が円滑に進むよう

力を尽くす信用保証機関です。

私たちは、公益性に根ざした信用保証事業を行い、

働く人とその家族が安心して生活できる

共生社会の実現に寄与します。

私たちは、事業目的達成のため、

役職員の自己研鑽と相互啓発に努めます。

日本労信協の理念の具現化
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への貢献

第８期中期経営計画(2021～2023年度)は、新基幹システム稼働の初年度（2021年５月）であり、

2030年に向けてＳＤＧｓや労働金庫業態が目指す“金融包摂”への取組みに、系統保証機関としてこれ

まで以上に役割発揮していくための基盤を改めて構築していく重要な３ヵ年となる。

第７期中期経営計画からの継続課題や新たな課題を踏まえつつ、新型コロナウイルス感染症の拡大に

よって社会情勢が一変するなど、従来以上に目まぐるしく変化する事業環境に対応するべく「柔軟」「スピー

ド」「チャレンジ」をキーワードとして、新たな価値観を取り入れながら日本労信協の更なる役割発揮に向け

た次なる第一歩となる中期経営計画とする。

計画の位置づけ

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ
第８期中期経営計画の基本戦略

【基本戦略１】　信用保証事業を通じた共生社会の実現

①労働金庫等との意見・情報交換を通じた勤労者ニーズの継続的な調査・研究　
②多様なライフスタイルにあわせた保証の提供
③お客さまの利便性向上に資するサービスの提供

●多様化する勤労者ニーズにあわせた保証・サービスの提供

【基本戦略２】　業態の系統保証機関としての更なる役割発揮

①労働金庫業態の事業計画と歩調をあわせた保証制度の構築
②変動保証料制度の適正な運用

●業態戦略に資する競争力と優位性のある保証制度の策定と改善

①信用リスク計測水準の維持・向上
②効率的な審査手法および信用リスク管理高度化の取組み
③保証引受基準や保証料率の適正化

●信用リスク管理の高度化による保証制度の適正化

①Ｗｅｂ完結型保証審査の拡充等による労働金庫の融資事務堅確化・効率化支援
②効果・効率的なリスク分析環境の整備
③労働金庫の融資審査・債権管理業務に役立つ情報提供

●労働金庫の融資事務に資する施策の展開

【基本戦略３】　持続可能な経営基盤の構築

①お客さまの状況に寄り添った丁寧かつ柔軟な対応
②災害復興に向けた継続的な支援
③新型コロナウイルス感染症による影響を受けたお客さまの支援

●勤労者の経済的再生に向けた柔軟な対応

①中期経営計画を通じたＳＤＧｓへの貢献
②国や自治体との提携融資の保証を通じた役割発揮
③中央労福協・労働金庫業態との連携による労働者福祉運動への参画
④ＣＳＲ活動への積極的な取組み

●ＳＤＧｓをはじめとした社会的課題への取組みと社会貢献活動の推進

①業務フローの最適化、機能の最大活用
②安定稼働に向けた保守管理体制の構築

●新基幹システムの定着と安定稼働

①デジタルシフトの対応および推進
②業務改善による生産性の向上

●業務改革の推進

①選択され、利用される保証制度の構築
②求償権の内容分析による効果・効率的な回収
③地域労(勤)信協からの円滑な事業譲受と新規保証引受

●安定的な新規保証引受と確実な求償権回収

①人材戦略の確立と実践
②労働金庫業態の方針に基づく日本労信協の組織風土の確立に向けた取組み
③多様な働き方に向けた対応

●将来の日本労信協を担う人材の育成・確保とディーセント・ワークの実践

①安定した経営と効率的な事業運営
②コンプライアンス経営の実践
③内部管理態勢の強化

●優良保証機関としての健全性の確保

～次なる飛躍に向けて～
第８期中期経営計画（2021～2023年度）の概要
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私たちは、働く人への融資が円滑に進むよう

力を尽くす信用保証機関です。

私たちは、公益性に根ざした信用保証事業を行い、

働く人とその家族が安心して生活できる

共生社会の実現に寄与します。

私たちは、事業目的達成のため、

役職員の自己研鑽と相互啓発に努めます。

日本労信協の理念の具現化
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1． 多様化する勤労者ニーズにあわせた保証・サービスの提供	

（１）労働金庫等との意見・情報交換を通じた勤労者ニーズの継続的な調査・研究
保証業務担当各級会議や労働金庫との個別協議を通じて、勤労者のニーズを把握し、保証制度の改善に

つなげました。

また、しんきん保証基金、全国農協保証センターと、三団体連絡会議を新型コロナウイルス感染症拡大状

況を考慮のうえ開催し、保証制度や事業環境に関する意見交換を実施しました。

（2）多様なライフスタイルにあわせた保証の提供
核家族化や少子高齢化が進行するなか、勤労者との生涯取引につなげるため、リバースモーゲージの保証

制度をリコース型からノンリコース型に改めました。

（３）お客さまの利便性向上に資するサービスの提供
①新たな融資申込チャネルとして、Ｗｅｂ完結型保証審査（無担保証書貸付）のサービスを、2021年９月よ

り３金庫（東北、北陸、九州）にて取扱いを開始し、2022年４月より開始する３金庫（東海、静岡県、長野

県）の導入に向けた対応を進め、６金庫に拡大しました。

②夜間も取扱い可能でお客さまの利便性が高いコンビニエンスストアにおける新たな入金チャネルを調査

し、スマートフォンを活用したサービスの導入に向けて検討を進めました。

2． 勤労者の経済的再生に向けた柔軟な対応	

（１）お客さまの状況に寄り添った丁寧かつ柔軟な対応
①勤労者生活支援特別融資制度の保証を通じ、勤務先企業の合理化や倒産等により収入が減少した勤労者

や離職者に対する支援を継続して実施しました。

②代位弁済したお客さまの現況を丁寧に聴き取り、経済的再生を念頭に置いて弁済方法を提案しました。ま

た、物件処分による債務圧縮が必要な場合には、関係者との折衝等を丁寧に進めました。

（2）災害復興に向けた継続的な支援
災害救援ローンの保証や、被災地の労働金庫・弁護士会と連携し自然災害ガイドラインに基づく適切な

事務手続きを行い、お客さまの生活再建を支援しました。

（3）新型コロナウイルス感染症による影響を受けたお客さまの支援
①新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少したお客さまの返済猶予の受付期間を2022年３

月31日まで延長するとともに、勤労者生活支援特別融資制度の生活資金の限度額を200万円に拡大

し、金庫の円滑な対応を支援しました。

②自然災害ガイドライン（コロナ特則）の制度の趣旨に則って適切に対応しました。また、新型コロナウイル

ス感染症に伴う代位弁済のモニタリングを実施するとともに、自然災害ガイドライン運営委員会等から受

領した資料を活用し、金庫からの問い合わせに係る支援を実施しました。

2021年度事業報告

　2021年度は、コロナ禍の長期化で、経済活動が正常化せず、回復の道筋が不透明であるなか、事業活動においては、

業務のオンライン化・リモート化を推進し、生産性の維持、顧客や労働金庫ニーズの把握に努め、業態の系統保証機関と

しての役割発揮に向け、第8期中期経営計画の初年度として、「柔軟」「スピード」「チャレンジ」をキーワードに３点の基

本戦略に沿って諸課題を遂行しました。

信用保証事業を通じた共生社会の実現基本戦略
1
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3． ＳＤＧｓをはじめとした社会的課題への取組みと社会貢献活動の推進	

（１）中期経営計画を通じたＳＤＧｓへの貢献
第８期中期経営計画は、2030年に向けたＳＤＧｓや労働金庫業態が目指す「金融包摂」への取組みにお

いて、労働金庫業態の系統保証機関としてこれまで以上に役割を発揮していくための重要な３ヵ年であり、

第８期中期経営計画の実践が日本労信協の理念の具体化やＳＤＧｓの達成に貢献することをディスクロー

ジャー誌にて発信しました。

（2）国や自治体との提携融資の保証を通じた役割発揮
①国や自治体との提携融資に係る保証事務および各種申請手続き等について、保証条件や要領・要綱に

則って適切に対応しました。

②国や自治体からの要請事項については、労働金庫協会・連合会・個別金庫と連携し、融資限度額の引き

上げや資金使途の拡大に対応しました。

（3）中央労福協・労働金庫業態との連携による労働者福祉運動への参画
①中央労福協主催の会議等に参加し、奨学金問題や新型コロナウイルス感染症等により影響を受けた方々

の情報収集に努め事業運営に反映しました。

②労働者自主福祉運動の強化・発展のため、次代を担うリーダー等の人材育成を目的として、連合大学院

への寄付等を通じて教育文化協会の活動を支援しました。

（4）ＣＳＲ活動への積極的な取組み
新型コロナウイルス感染症の影響で、労働金庫連合会が開催する「ろうきん森の学校」への新入職員・内

定者等の派遣は見送りとなりましたが、食のセーフティネットの役割を担うフードバンク団体に対する備蓄品

入替に伴う寄贈や、古本等の売り上げによる寄付を行う団体を通じてＣＳＲ活動に取り組みました。

1． 業態戦略に資する競争力と優位性のある保証制度の策定と改善	

（１）労働金庫業態の事業計画と歩調をあわせた保証制度の構築
①労働金庫協会・連合会との意見交換を実施し、事業計画課題の平仄を合わせて、各課題への取組みを進

めました。また、労働金庫からの要望や照会事項の共有を行い、円滑な制度運用に努めました。

②労働金庫連合会の検討するｅＫＹＣ（電子による本人確認）の導入状況を確認しながら、ｅＫＹＣや電子契

約に関する情報を収集し、今後の検討を進めました。

（2）変動保証料制度の適正な運用
2021年度から審査基準を追加した労働金庫の能動的な信用リスクコントロールを支援するため、審査

基準の追加・変更等を労働金庫に検討いただくための推定代位弁済率の試算ツールを提供しました。

2． 信用リスク管理の高度化による保証制度の適正化	

（１）信用リスク計測水準の維持・向上
有担保ローン審査モデルのモニタリングにおいてＡＲ値（予測精度）の低下や予実の乖離が認められたこ

とから、有担保ローン審査モデルのチューニングを行うことを労働金庫連合会・労働金庫と確認し、着手に

向けた準備を進めました。

（2）効率的な審査手法および信用リスク管理高度化の取組み
2021年７月に株式会社三菱総合研究所を委託先としてＡＩ保証審査の構築を進めました。構築した

ＡＩ保証審査モデルは、従来の人間の審査を99％以上再現できており、実用化の実現が可能となったこと

から、2022年度に個人信用情報の重複判定プログラムの改修と併せてＷｅｂ完結型保証審査システム

（ＲＡＮＳシステム）への実装を進めることとしました。

業態の系統保証機関としての更なる役割発揮基本戦略
2



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

12

（3）保証引受基準や保証料率の適正化
①保証業務担当各級会議における論議を踏まえ、2022年度よりマイプラン借換を常設の制度に改めると

ともに、一定水準の保証収支を維持するため、３年に１度、過年度の代位弁済率に応じて金庫毎にマイプ

ランの保証料率を見直す仕組みを導入しました。

②生協組合員向け保証料率の優遇措置の取扱いについては、未組織と生協組合員の延滞率・代位弁済率

に有意な差が無い現状を考慮し、保証業務担当各級会議にて協議し、2024年度末をもって優遇措置を

解消することとしました。

3． 労働金庫の融資事務に資する施策の展開	

（１）Ｗｅｂ完結型保証審査の拡充等による労働金庫の融資事務堅確化・効率化支援
①Ｗｅｂ完結型保証審査（無担保証書貸付）の開始に合わせ、書類のアップロード機能を新規構築し、お客さ

まから提供を受けた年収確認書類画像等を労働金庫職員および当協会職員がダウンロード可能とするこ

とで、業務の堅確化・効率化を図りました。

②Ｗｅｂ完結型保証審査（カードローンおよび無担保証書貸付）における代弁申請手続きに必要な書類を簡

素化するとともに、公印の押印省略等により金庫事務の効率化を図りました。

（2）効果・効率的なリスク分析環境の整備
①データ分析ツール（Ｑｌｉｋ Ｓｅｎｓｅ）を用いた代位弁済の傾向分析手法や、最新の代位弁済実績に基づ

く傾向分析資料を保証業務担当各級会議に報告し、労働金庫の信用リスク管理業務を支援しました。

②個人ローン初期与信モデル（有担保・無担保・カード）のモニタリング結果を労働金庫連合会主催の融

資部会を通じて労働金庫に報告し、全報告書を金庫専用サイトより提供しました。

（3）労働金庫の融資審査・債権管理業務に役立つ情報提供
保証業務担当実務者会議にて、代弁・保証審査における特徴的な事例の共有を図るとともに、業務委託

先調査において、融資審査や債権管理上の留意事項を実例に基づき情報共有しました。また、労働金庫から

要請を受け、研修会の講師を務めました。

1． 新基幹システムの定着と安定稼働	

（１）業務フローの最適化、機能の最大活用
構築を進めた新基幹システムは2021年５月に稼働し、統合したデータベースにより保証債務の信用リス

クの分析の高度化を可能としました。今後、分析結果を労働金庫と共有するとともに、保証制度の適正化に

向けた検討に活用します。また、構築ベンダーを労働金庫連合会と同じくし、業態システムとの連携基盤を整

えました。

業務においては、新基幹システムやＢＩツールを利用した業務の習熟や、継続的な手順の最適化に加え、二

次開発による機能の改善により業務の品質向上を図るとともに、新基幹システムのコンセプトに沿って債権

回収業務の体制見直しを試行的に行い、業務効率化に向けた対応策の検討を進めました。

（2）安定稼働に向けた保守管理体制の構築
保守管理体制を構築し安定稼働を図りました。特に、稼働当初は監視を強化し、故障によってお客さまや

労働金庫へ影響を及ぼさないよう対応を進めました。また、稼働後の改修や運用・保守状況についてはベ

ンダーと合同で開催する月次定例会等にてモニタリングを行いました。

2． 業務改革の推進	

（１）デジタルシフトの対応および推進
①ＡＩの活用によるＷｅｂ完結型保証審査の自動化に向け、ＡＩ保証審査モデルの構築・チューニングを行

2021年度事業報告

持続可能な経営基盤の構築基本戦略
3
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い、効率化実現が可能となりました。また、業務をＲＰＡ化し、効率化・堅確化を図りました。

②各種レポートやセミナー等を通じたＩＴの活用方法や最新の動向に関する情報収集に加え、ＡＩ－ＯＣＲ

による事務作業の堅確化に向けて、ベンダーとの協議やサービスの試用を行い、業務展開について検討

を進めました。

（2）業務改善による生産性の向上
各部室による改善活動により、業務処理水準のレベルアップおよび業務の効率化や職員の資質向上につ

なげました。また、業務改善提案制度にて集約し、優秀な改善策の表彰や好事例を共有化し業務改善意識の

醸成を図りました。

3． 安定的な新規保証引受と確実な求償権回収	

（１）選択され、利用される保証制度の構築
労働金庫のニーズを踏まえて、リバースモーゲージの保証制度をリコース型からノンリコース型に改めま

した。また、ＡＩ保証審査の活用による労働金庫業態の融資業務効率化の方向性を、保証業務担当役員会

議を通じて労働金庫と共有しました。

（2）求償権の内容分析による効果・効率的な回収
コロナ禍の状況を踏まえ、求償権ごとに案件内容を精査したうえで適切な回収方針を策定し、効果・効率

的な回収を行った結果、計画値を上回る回収金額を達成しました。

（3）地域労(勤)信協からの円滑な事業譲受と新規保証引受
①新潟労信協からの事業譲受については、基本合意書に基づき、譲受に向けた事務手続きやデータ移行に

関する諸課題について、新潟ろうきんおよび新潟労信協と連携し対応を進めました。

②北陸３労(勤)信協については、北陸ろうきんおよび北陸３労(勤)信協と連携し、事業譲受に係る具体的な

スケジュールを含めた前提条件の整理を進めました。

4． 将来の日本労信協を担う人材の育成・確保とディーセント・ワークの実践	

（１）人材戦略の確立と実践
①「2021年度日本労信協教育研修計画」に基づく各種プログラムのほか、ジョブローテーション、金庫出向

を通じて人材育成を実践しました。また、中央機関における人事の全体最適を目指し、中央機関合同によ

る採用活動を行いました。

②専門的能力の向上に向けて、人事評価の目標設定時の目安となる「基準表」を策定し、担当業務（専門的

能力）において求められる能力の基準を可視化しました。また、「基準表」活用のためのマニュアルの策定

および動画研修を実施し職員の理解促進を図りました。

③障がい者が安心して働ける職場環境整備のために、定期的にヒアリング等を実施し、コミュニケーションを

図りました。

（2）労働金庫業態の方針に基づく日本労信協の組織風土の確立に向けた取組み
①職員の意向調査を踏まえ、働きやすい職場づくりのために役員・部室長による意見交換を実施し、改善策

の検討を行いました。

②「次世代育成支援対策推進法」および「女性活躍推進法」に基づく行動計画（2019～2021年度）によ

り、ノー残業デーや年休取得強化月間等を実施し、総労働時間の削減に向けた取組みを実施しました。ま

た、健康経営宣言に基づき策定された行動計画の取組内容が評価され、「健康経営優良法人2022」の認

定を受けました。

（3）多様な働き方に向けた対応
①定年延長に向けては、中央労使の協議状況を踏まえ中央機関で連携し、課題の整理を進めました。業態

統一の高年齢者雇用政策が整理されるまでの時限的措置として、定年再雇用者のコース設定を見直しま

した。

②コロナ禍における感染拡大防止対策として、在宅勤務を継続実施しました。
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5． 優良保証機関としての健全性の確保	

（１）安定した経営と効率的な事業運営
①新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う勤務形態の変化に対応する監査手法として、リモート環境を活用

した打合せ・ヒアリングを取り入れ、監査品質の確保を図りました。

② 安否確認訓練を実施し、自然災害をはじめとする緊急時連絡手段としての運用定着化を図りました。ま

た、新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策会議を適宜開催し、役職員の安全確保および感染拡大防

止策を図り、感染リスクを低減しながら事業継続態勢を整備しました。

③基幹システム稼働に伴い、効率的な事業運営に向け、組織体制および業務分掌の見直しを行いました。

④予算編成方針に基づき、各部室と調整・連携し、事業計画等を踏まえて策定した予算に沿って適切な経費

執行に努めました。

⑤労働金庫会館建設に向け、基本方針に則って労働金庫協会・連合会と協議を行いました。

⑥保守期限が到来するハードウェア・ソフトウェアについてリプレースやバージョンアップを進め、対応を完

了しました。また、各システムのハードウェア・ソフトウェア等の保守期限を考慮し、2025年度までのシス

テムリプレース実施時期をとりまとめました。

（2）コンプライアンス経営の実践
①「2021年度コンプライアンス・プログラム」に基づき、コロナ禍における在宅勤務の状況下においても

リモート環境を効果的に活用しつつ確実にプログラムを実行しました。

②「反社会的勢力に対する基本方針」に基づき、求償権等のスクリーニングや預金保険機構による特定回収

困難債権買取制度案件に係る月次点検、および暴力団追放運動推進都民センター主催のセミナーへの参

加等により収集した情報の共有等を通じて、反社会的勢力との関係遮断に継続して努めました。

（3）内部管理態勢の強化
① 内部統制システムの目的を達成するため、従前の内部統制システムの枠組みの一つとしていた「業務プ

ロセスにおける各種の重要リスクに係る内部統制」を切り離し、「2021年度内部統制システム実施計画」

に基づき「全社的内部統制」に焦点を据えた新たな運用に取り組みました。

また、内部統制システムにおける業務の効率性および意思決定の迅速性を企図し、2022年度より内部統

制統括会議を廃止することとし、関連規程等を整備しました。

②リスク管理統括会議を四半期に一度開催し、リスク資本やリスクリミット等の設定、リスク量のモニタリン

グ、および統合的リスク管理の状況把握・評価を行いました。

また、2022年度よりリスク管理統括会議は、半期に一度の開催とし、インシデント発生の際は機動的に協

議するよう要領を変更しました。

2021年度より開始したオペレーショナルリスクの新たな管理方法については、マニュアルを整備し、運用

の定着化を図りました。

③「2021年度ＩＴ統制アクションプラン」に基づき、各関係部室が適切な機能分担のもとルールに基づき着

実にプロセスを実行できるよう、会議の出席、資料の閲覧、月次モニタリング・ヒアリング等を通じて適正

性の確認を行いました。

④事務過誤・不祥事・ハラスメントのない職場環境を目指し、各種取組みを実施しました。また、事務過誤

発生においては、再発防止策等を定め、業務遂行態勢の改善を図りました。特に、課題となるコミュニケー

ションの向上と基本的行動の再徹底を全社的に周知しました。

2021年度事業報告
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2021年度決算報告　

経常収益は264億１百万円となり、前年度より２億63百万円増加しました。

増加の主な要因は、受取損害金が２億円、保証料が66百万円増加したことにあります。

経常費用は165億45百万円となり、前年度より８億34百万円増加しました。

増加の主な要因は、貸倒引当金繰入額が７億70百万円減少した一方、債務保証損失引当金繰

入額が１億87百万円、ソフトウェア減価償却費が７億６百万円、保全管理費が８億75百万円増加

したことにあります。　　

当期経常増減額は98億56百万円となり、前年度より５億71百万円減少しました。

当期一般正味財産増減額は98億36百万円となり、前年度より５億91百万円減少しました。

当期経常外増減額は△19百万円となりました。

経常増減の部

当期一般正味財産増減額

経常外増減の部

1

2

3
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2022年度事業計画

1． 多様化する勤労者ニーズにあわせた保証・サービスの提供	

（１）労働金庫等との意見・情報交換を通じた勤労者ニーズの継続的な調査・研究
①保証業務担当各級会議や金庫訪問、業務委託先調査等による労働金庫との意見交換や、中央労福協主催

の諸会議等を通じて多様化する勤労者ニーズを把握します。

②しんきん保証基金や全国農協保証センターとの交流を通じて、市場動向や同業他社の保証施策について

情報交換を行います。

（2）多様なライフスタイルにあわせた保証の提供
①2022年度より開始するノンリコース型リバースモーゲージの保証を通じ、勤労者の生涯にわたる生活設

計を支援します。

②勤労者の多様化するライフスタイルに寄り添い、幅広くご利用いただける保証を提供します。

（３）お客さまの利便性向上に資するサービスの提供
①ＲＡＮＳシステム（Ｗｅｂ完結型保証審査システム）を、労働金庫の要望を踏まえて機能改善し、お客さま

の利便性向上を図ります。また、多くのお客さまにご利用いただけるよう、導入金庫の拡大に努めます。

②ＲＡＮＳシステムにＡＩを導入し、保証審査の効率化とスピードアップを図るとともに今後の拡張性を追求

します。

③お客さまの利便性向上のため、求償権の入金チャネルの拡大を検討します。

2． 勤労者の経済的再生に向けた柔軟な対応	

（１）お客さまの状況に寄り添った丁寧かつ柔軟な対応
①勤労者生活支援特別融資制度等の保証を通じ、収入が減少した勤労者や離職者を支援します。

②当協会へご返済いただくお客さまに対し、収支状況等を聴き取ったうえで、生活状況に応じた弁済方法を提

案します。また、担保物件の売却に係る関係者との折衝は、債務圧縮の適切性を見極めたうえで進めます。

（2）災害復興に向けた継続的な支援
①自然災害発生時には、災害救援ローンの保証を通じて、被災されたお客さまを継続的に支援します。

②自然災害の影響により返済困難となったお客さまが自然災害ガイドラインを利用された場合には、労働金

庫・弁護士等と連携して適切な事務手続きを行い、制度の趣旨に則って対応します。

③当協会へご返済いただくお客さまが自然災害の影響により収入が減少した場合には、現況を丁寧に聴き

取り、返済条件の変更や返済猶予等、柔軟に対応します。

（3）新型コロナウイルス感染症による影響を受けたお客さまの支援
①新型コロナウイルス感染症の影響により返済困難となったお客さまが自然災害ガイドラインの特則を利

用された場合には、労働金庫・弁護士等と連携して適切な事務手続きを行い、制度の趣旨に則って対応

します。

②当協会へご返済いただくお客さまが新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した場合には、

現況を丁寧に聴き取り、返済条件の変更や返済猶予等、柔軟に対応します。

3． ＳＤＧｓをはじめとした社会的課題への取組みと社会貢献活動の推進	

（１）中期経営計画を通じたＳＤＧｓへの貢献
①日本労信協の理念の具現化に向けた、中期経営計画・事業計画の遂行により、ＳＤＧｓの目指す「持続可

能で多様性と包摂性のある社会」の実現に貢献します。

②ディスクロージャー誌やホームページを通じて、第８期中期経営計画とＳＤＧｓとの関連性を明示し、日

本労信協の信用保証事業に基づく各施策がＳＤＧｓの達成に貢献していることをステークホルダーと共

有します。

信用保証事業を通じた共生社会の実現基本戦略
1
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1． 業態戦略に資する競争力と優位性のある保証制度の策定と改善	

（１）労働金庫業態の事業計画と歩調をあわせた保証制度の構築
労働金庫協会・連合会との意見交換や諸会議を通じて金庫ニーズを把握し、労働金庫業態の融資施策と

歩調をあわせた保証制度の策定につなげます。

（2）変動保証料制度の適正な運用
労働金庫が信用リスクを能動的にコントロールすることを支援するとともに、導入した審査基準の効果検

証を行い、変動保証料制度の適正な運用を労働金庫とともに進めます。

2． 信用リスク管理の高度化による保証制度の適正化	

（１）信用リスク計測水準の維持・向上
有担保ローン審査モデルのチューニングを行うことにより、信用リスクを適切に評価できるよう改善します。

（2）効率的な審査手法および信用リスク管理高度化の取組み
ＡＩ保証審査の導入、個人信用情報に係る重複判定の精度向上により、Ｗｅｂ完結型保証審査の業務効率化

を進めるとともに、ＡＩ保証審査の労働金庫の融資業務への活用を労働金庫の意見を聴きながら検討します。

（３）保証引受基準や保証料率の適正化
①マイプラン借換の制度化に伴い導入した保証料率の見直しルールを円滑に運用するため、代位弁済率等

の情報を労働金庫に提供します。

②生協組合員向け保証料率の見直し期日に向けて、生協組合員の代位弁済状況等の分析を継続します。

3． 労働金庫の融資事務に資する施策の展開	

（１）Ｗｅｂ完結型保証審査の拡充等による労働金庫の融資事務堅確化・効率化支援
①金庫ニーズを踏まえ、ＲＡＮＳシステムの機能改善を進め労働金庫の融資事務の堅確化・効率化を支援

します。

②代位弁済申請手続きの省力化・簡素化による労働金庫の負担軽減効果を検証します。

（2）国や自治体との提携融資の保証を通じた役割発揮
①国や自治体との提携融資にかかる保証事務および各種申請手続き等について、保証条件や要領・要綱に

則って適切に対応します。

②国や自治体からの要請事項について、労働金庫協会・連合会、個別金庫と連携して対応を検討し、労働金

庫業態の系統保証機関としての役割発揮に努めます。

（３）中央労福協・労働金庫業態との連携による労働者福祉運動への参画
①労働金庫業態と連携し、中央労福協主催の諸会議やイベント、各種取組みに積極的に参加し、労働者福祉

運動の更なる発展に寄与します。

②労働者自主福祉運動の強化・発展のため、連合大学院をはじめとする教育文化協会の活動を支援します。

（4）ＣＳＲ活動への積極的な取組み
①新型コロナウイルス感染症の収束状況を見極め、「ろうきん森の学校」へ職員を派遣し、豊かな森の再生

等の環境問題に取り組む人材育成・環境教育を行います。

②食のセーフティネットの役割を担うフードバンク団体に対し、備蓄品や古本の寄贈等を通じて支援します。

業態の系統保証機関としての更なる役割発揮基本戦略
2
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（３）労働金庫の融資審査・債権管理業務に役立つ情報提供
①保証業務担当各級会議や業務委託先調査時の意見交換、また、金庫研修における講師派遣等の機会を通

じて、融資審査や途上管理に役立つ情報を発信します。

②労働金庫への業務委託先調査については、労働金庫の負担を考慮のうえ、より効果的な調査や意見交換

を行えるよう検討を進めます。

基本戦略
3

持続可能な経営基盤の構築

1． 新基幹システムの定着と安定稼働	

（１）業務フローの最適化、機能の最大活用
①業務効率・事務品質の向上を目的として基幹システムの改修を進めます。

②基幹システムを活用した業務の定着を促進するとともに、業務の効率化を追求します。

（2）安定稼働に向けた保守管理体制の構築
開発ベンダーとの連携のもと保守管理に努め、基幹システムの安定的な稼働を維持します。

2． 業務改革の推進	

（１）デジタルシフトの対応および推進
①審査ＡＩサービスの活用によりＷｅｂ完結型保証審査を効率化します。また、ＲＰＡ等のＩＴ技術を活用し、

業務の効率化、ヒューマンエラーの削減を図ります。

②ＩＴ関連の最新情報を収集し、デジタル化の推進に向けた検討を継続します。

（2）業務改善による生産性の向上
業務改善提案制度や継続的な改善活動により、職員の業務改善意識を醸成し、事務効率や事務品質の向

上、コスト削減を図ります。また、好事例を全社的に展開し、業務の最適化につなげます。

3． 安定的な新規保証引受と確実な求償権回収	

（１）選択され、利用される保証制度の構築
①労働金庫のニーズを踏まえ、Ｗｅｂ完結型保証審査に適合した競争力のある保証（料）制度の検討を行い

ます。

②ＲＡＮＳシステムの改修を行い、労働金庫・日本労信協におけるＷｅｂ完結型保証審査の充実を図りま

す。また、運用状況の検証と、更なる導入金庫増加に向けた施策の検討を進めます。

（2）求償権の内容分析による効果・効率的な回収
求償権ごとに回収方針を策定し、効果・効率的な回収を行います。また、償却求償権のサービサーへの売

却に向けた検討を進めます。

（３）地域労(勤)信協からの円滑な事業譲受と新規保証引受
①2022年10月に予定する新潟労信協からの事業譲受を、新潟ろうきん・新潟労信協との連携のもと計

画どおりに進めます。

②北陸３労(勤)信協に係る事業譲受の前提条件を整理します。

2022年度事業計画

（2）効果・効率的なリスク分析環境の整備
①初期与信モデルのモニタリング結果や代位弁済、保証債務ならびに求償権等の各種分析資料を労働金庫

に提供します。

②労働金庫に提供しているデータ分析ツール（Ｑｌｉｋ Ｓｅｎｓｅ）の活用に向けた支援を継続して実施します。

③基幹システムで統合したデータベースにより保証債務の信用リスクの分析を行い、分析結果を労働金庫と

共有するとともに、保証制度の適正化に向けた検討を進めます。
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4． 将来の日本労信協を担う人材の育成・確保とディーセント・ワークの実践	

（１）人材戦略の確立と実践
①ジョブローテーションや金庫出向による幅広い知見の習得、教育研修計画に基づく研修等の実施により職

員の能力開発を行います。

②専門業務において求められる能力の基準を可視化し目標設定に活かすことで、職員の能力開発を強化す

るとともに自己啓発を促し、組織全体の業務水準を向上させます。

③適正な組織体制を構築するため、中央機関合同による採用活動を行います。

（2）労働金庫業態の方針に基づく日本労信協の組織風土の確立に向けた取組み
①組織風土の確立に向けて、日本労信協の理念と社会的役割を認識できるよう、ディーセント・ワーク（働き

がいのある人間らしい仕事）の実践、働きやすい職場づくりに取り組みます。

②労働金庫健康経営宣言に基づき、職員が健康で安心して働き続けることができる職場環境となるよう、過

重労働対策や仕事と育児・介護・治療の両立を支援します。

③障がい者が積極的に能力を発揮し、安心して働ける職場環境づくりに努めます。

（3）多様な働き方に向けた対応
①定年延長や再雇用制度等の高年齢者雇用政策のあり方について労働金庫業態と連携して検討を進めま

す。

②ワークライフバランスが取れ、働き続けられる魅力ある組織づくりについて、労働金庫業態・中央機関と

連携して検討を進めます。

5． 優良保証機関としての健全性の確保	

（１）安定した経営と効率的な事業運営
①目まぐるしく変化する事業環境に速やかに対応し、労働金庫業態の系統保証機関として効率的な事業運

営を行うため、組織態勢や業務分掌を見直します。

②新型コロナウイルス感染症対策を継続し、拡大時にも迅速に対応できる態勢を維持します。また、自然災

害等の発生に備えた定期的な訓練を行い、事業継続の実効性を確保します。

③事業計画に基づき予算策定を行うとともに、適正な予算の執行管理を行います。

④リスクアセスメントにより重点監査項目を洗い出すことで効率的かつ実効性ある監査を実施します。

⑤労働金庫会館建設に係る議論を踏まえ、日本労信協の事務所のあり方について検討します。

⑥システムライフサイクルに沿った適切な機器更改等を実施し、システムの安全性・信頼性を高めます。

（2）コンプライアンス経営の実践
①コロナ禍等の環境変化においても確実にコンプライアンス・プログラムを実行し、労働金庫業態の系統

保証機関として一層の信頼を確保します。

②「反社会的勢力に対する基本方針」に基づき、反社会的勢力排除および不当要求防止に向けた態勢を確

立します。また、定期的なスクリーニングの実施により、反社会的勢力との関係を遮断します。

（3）内部管理態勢の強化
①「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、内部統制システムを適切に運用し、内部管理態勢の強

化につなげます。

②各種リスクの継続的なモニタリングと評価を実施し、統合的なリスク管理態勢を強化します。また、2021

年度より開始したオペレーショナルリスクの管理手法を定着させ、業務の適正性を確保します。

③事務の堅確化に向けて事務遂行上の課題を整理し、自己責任の意識の醸成を図り、相互牽制機能を発揮

して、業務品質の向上に努めます。

④ＩＴアクションプランのモニタリング等を行い、ＩＴの適正な運営と利活用を図ります。
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項　　目
計　画　値

無　担　保 有　担　保

新規保証引受金額 1,895,557 421,971 1,473,585 

保証債務残高 14,448,226 1,316,544 13,131,682 

決算保証料 23,143 7,144 15,998 

代位弁済金額 21,572 7,508 14,063 

回収金額 12,000 2,000 10,000 

（単位：百 万 円）
主要計数

（単位：％）

項　　目 計　画　値

延滞率 0.08

諸 比 率

2022年度事業計画



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

21

経営管理体制

●理事会

　日本労信協の業務執行の決定、理事の職務執行の監督、および代表理事・業務執行理事の選定・解職を行う機関

です。3 か月に 1 回以上開催するほか、必要に応じて開催します。15名の理事により構成されており、理事について

は、社員のほか、経営に関する客観的かつ専門的な助言・提言をいただくために、学識経験者等も含めることとしてい

ます。

●常任理事会

　日本労信協の業務運営に関する重要事項および理事会決議事項の執行に係る所要事項について、協議のうえ決議

する機関です。代表理事および業務執行理事により構成されており、毎月１回以上定例開催するほか、必要に応じて開

催します。

●各種委員会

　経営の適切性を高めることを目的として、定款第37条に拠り、各種委員会を設置しています。委員会への諮問事項

は、理事会において決定し、委員長が委員会における審議結果をとりまとめたうえ、理事会に答申を行います。

●監事会

　３名の監事（１名が常勤監事）により構成されており、協議のうえ監査方針、監査計画、監査の方法、監事業務の分担、

監査報告、その他監査に関する重要事項の策定を行います。

　ただし、監事会は各監事の権限を妨げることはできません。

※その他、統括会議等の設置により、経営管理の強化・充実を図っています。

選任・解任

選任・解任

委員選任・諮問

答申

選任・解任

内
部
監
査

経営政策委員会

役員選考委員会

理事懲罰委員会

役員報酬委員会

●

●

●

●

社員総会

理事

監
事
会

監
事

会
計
監
査
人

理事会

内部監査部門

常任理事会

業務執行部門

報
告

●

●

●

コンプライアンス統括会議

リスク管理統括会議

ＩＴ統括会議

　日本労信協は、経営の健全性・適切性を確保するため、定款・業務方法書のほか諸規程等に則り、経営管理体制の構

築に努めています。

経営管理体制図

（１）経営政策委員会 事業計画の重点課題等を遂行していくため、またガバナンスの実効性確保のため、具体策等につい
て審議します。

（２）役員選考委員会 日本労信協の役員候補者の選考について審議します。

（３）理事懲罰委員会 理事服務懲罰規程に基づき、専門的・多角的な観点から内容を審議するとともに、懲罰の種類等を
審議します。

（４）役員報酬委員会 日本労信協の役員報酬について審議します。
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各種リスクへの取組み

　日本労信協は、業務運営に伴って発生する多様なリスクに対応するため、統合的リスク管理態勢の基本事項を「統合的

リスク管理方針」等に定めています。これらに基づき、各種リスクの所在・管理方針を明確化し、安定した経営と健全性お

よび相互牽制が機能する体制の確保に努めながら、さらに実効的な統合的リスク管理態勢を構築していきます。

理  事  会
日本労信協が有する各種リスクの特性の概要やリ
スク管理の重要性を認識し、統合的リスク管理方
針の承認・決定を行います。

リスク管理統括会議から報告されるリスク情報を
踏まえ、リスク限度額等の審議を行うとともに、直
面するリスク事象に対して適切な対応を行います。

各リスク管理部署から報告されるリスクについて
分析・評価の一元管理を行う等リスクの統括管理
を行います。

リスク管理統括会議
(事務局：統合リスク管理部)

各部室

監査室

常任理事会

保証引受リスク
法務リスク その他リスクシステムリスク事務リスク

資産運用リスク

保証企画部 システム管理部 統合リスク管理部 各主管部室経営企画部 統合リスク管理部

オペレーショナルリスク

決
定
機
関

会 

議

リ
ス
ク
の
種
類

リ
ス
ク

管
理
部
署

業
務

部
門

内部監査

　信用リスク（非予想損失）と信用コスト（予想損失）を計測

し、デフォルト傾向を分析することにより、適切な保証引受リ

スクの管理を行います。

１．保証引受リスク

　日本労信協の資金の安全かつ効率的な運用を行うため

に、運用基準を定め、金融市場の動向や資金繰りの状況等を

常に見極め、適切な資産運用リスク管理を行います。

２．資産運用リスク

　各リスクから発生する損失事象等をオペレーショナルリス

クとして一元的に管理します。

３．オペレーショナルリスク

①事務リスク

　職員の不正確な事務処理、あるいは事故・不正等によ

り発生する事務リスクを未然に防止するため、管理態勢の

構築、事務手続き等の整備および相互牽制機能を確立し、

適切な事務リスク管理を行います。

②システムリスク

　コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等のシステ

ム不備やコンピュータの不正使用について、安全対策基

準、内部管理規程、手続等の遵守および相互牽制態勢の

確立により、トラブルの発生を未然に防止し、適切なシステ

ムリスク管理を行います。

③法務リスク

　法令等を逸脱した行為により、訴訟等による金銭的な損

失が発生したり、あるいは社会的評価を損なう等の法務リ

スクを未然に防ぐために、倫理法令等遵守に係る規程・

ルールの整備、および研修等の実施により法務リスク管理

を行います。

④その他リスク

　人的リスク・有形資産リスク・風評リスク等について、

リスクが顕在化した際に影響を最小限に抑えられるよう

規程・ルールの整備、および研修等の実施によりその他リ

スク管理を行います。

リスク管理体制図

統合的リスク管理態勢

内部管理態勢
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　日本労信協は、一般法人法第90条第４項第５号に規定する「業務の適正を確保するための体制整備」への対応とし

て、理事会において「内部統制システムに関する基本方針」を定め、実効性のある内部統制システムの整備・運用に努め

ています。

Ⅰ	 内部統制システムの整備・運用に関する基本
的な考え方

　一般社団法人日本労働者信用基金協会（以下「日本労信
協」という。）は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律第90条４項第５号および一般社団法人及び一般財団法
人に関する法律施行規則第14条に基づき、業務の適正を確
保するための体制（以下「内部統制システム」という。）を整備
し、事務の効率性・有効性を高めていく。

Ⅱ	 内部統制に関する体制の整備

１．理事の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

（1）公益性に根ざした信用保証事業を行う日本労信協
は、より高いレベルのコンプライアンスが求められ
ていることから、理事が率先してコンプライアンス
態勢の確立に取り組むとしたコンプライアンス・
ポリシーを実践するとともに、全ての役職員の意識
と行動の指針として役職員行動規範を定め、これら
を周知・徹底して、法令、定款および社会規範等を
遵守する。
また、横断的組織としてコンプライアンス統括会議
を設置し、コンプライアンス全般の状況把握と総合
的な検討・評価を行うことでコンプライアンス態
勢の実効性確保に努め、進捗状況等の事項につい
て理事会に報告する。

（2）理事会は、理事会規程を定め、３か月に１回以上
開催するほか必要に応じて随時開催して、理事が迅
速に各種リスク管理の意思決定を行える体制を整
え、理事間の意思疎通を図るとともに相互に業務
執行を監視する。

（3）理事は、日本労信協における重大な法令違反その
他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した
場合には、直ちに代表理事および監事に報告する。

（4）監事は、理事会へ出席するほか、監事監査基準に基
づき適時に監査することにより理事の職務執行状
況をチェックし、法令もしくは定款違反のおそれま
たは著しく不当な事案等が生ずるおそれがあると
認められるときは、直ちに理事または理事会に対し
法令、定款および社会規範等の遵守に向けて助言
または是正勧告することとする。

（5）日本労信協は、社会の秩序や安全に脅威を与える
反社会的勢力とは取引をはじめ一切の関係を遮断
するとともに、不当要求等があった場合は、必要に
応じて外部の専門機関とも連携し、毅然とした態度
で臨む。

２．理事の職務の執行にかかる情報の保存及び管理
に関する体制

（1）理事の職務執行に係る情報（社員総会・理事会・
常任理事会・各種委員会議事録、稟議書等）につい
ては、社員総会規程、理事会規程、常任理事会規程、
委員会規程または文書取扱規程等に基づき作成す
る。記録文書は、文書および電磁的記録の保存取扱
規程に基づき、文書種類ごとに、定められた期間に
わたり適時適切に保存・管理し、必要に応じて正当
な権限を有する者が閲覧可能な状態を維持する。

（2）代表理事および業務執行理事（以下「代表理事等」と
いう。）の業務執行については、理事会において、「代
表理事等の業務執行状況報告」により報告する。

（3）個人情報等に関しては、プライバシーポリシーおよ
び情報セキュリティポリシー等を定め、専務理事を
統括責任者とし適切な管理体制を整備し、情報漏
えいの防止等を図る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）各種リスクに関するリスク管理体制の基礎として、

統合的リスク管理方針および統合的リスク管理規
程を定め、個々のリスクについての管理部署を明確
にする。また、リスクのモニタリングとコントロール
機能発揮のため、「リスク管理統括会議」等を設置
し、審議内容を理事会等に報告するなど同規程に
従ったリスク管理体制を構築するとともに、ディス
クロージャー誌等によりこれを開示する。

（2）財務報告の信頼性を確保するために、内部統制シ
ステムの有効性評価を継続的に実施する。

（3）自然災害等の不測の事態が発生した場合の対応と
しては、事業継続計画等に基づき、理事長を緊急対
策本部長とする対策本部を設置して迅速な対応を
行い、日本労信協における役職員の生命・資産・
管理情報等の損失を最小限に止める体制を整える
ものとする。

４．理事の職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制

（1）経営に係る重要な政策等については、常任理事会
において議論を経て、執行決定を行う。

（2）理事会の決定に基づく業務執行が有効かつ効率的
に行われることを確保するため、組織規程、理事職
務権限規程、常任理事会規程、職務権限規程および
業務分掌規程等を定め、これらの規程等に従い、適
正な意思決定に基づく業務執行を円滑に進める。

内部統制システムに関する基本方針

内部統制システム



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

24

５．職員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

（1）コンプライアンス・ポリシー、役職員行動規範およ
びコンプライアンス・プログラムから構成されるコ
ンプライアンス・マニュアル、その他コンプライア
ンス態勢に係る規程等を定め、これらの研修等を通
じて職員に周知・徹底する。

（2）職務執行に際して基になる規程等、各種契約および
その他必要なものについては、リーガル・チェック
を実施する。

（3）役職員が法令違反その他コンプライアンス上の問
題を直接通報することのできる内部通報システムと
して、内部窓口のほか弁護士を外部窓口としたヘル
プライン制度を整備するものとする。

（4）内部監査部門が、職員の職務執行が法令および定
款に適合しているかについて点検する。

６．監事がその職務を補助すべき職員を置くことを
求めた場合における当該職員に関する事項
　監事会が制定した監事会規程および監事監査基準に
基づき、日本労信協職員の中から監事会事務局に専任
の監事会事務局職員を任命する。

７．前号の職員の理事からの独立性に関する事項及
び当該職員に対する指示の実効性の確保に関す
る事項

（1）監事会事務局職員は、監査業務に必要な指示命令
を監事より受け、監事以外からの指示命令を受け
ないものとする。

（2）監事会事務局職員の人事異動（異動先を含む）・
人事評価・懲戒処分等については、監事の同意を
得ることとする。

（3）監事会事務局職員は、業務執行に係る役職を兼務
しないこととする。

８．理事及び職員が監事に報告するための体制その
他の監事への報告に関する体制

（1）監事は、必要に応じて理事および職員に対して報告
を求めることができるものとする。また、監事より報
告を求められた役職員は、遅滞なく必要とされる報
告を適正に行うものとする。

（2）監事は、コンプライアンス態勢および内部通報シス
テムの運用に問題があると認めるときは、意見を述
べるとともに、必要に応じて改善策の策定を求める
ことができるものとする。

９．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理
由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
　理事は、監事への報告者について不利な取扱いを
受けることのないようにすること、またその適正な運用
を維持することにより、法令違反その他コンプライアン
ス上の問題について、監事への適切な報告体制を確
保する。

10．監事の職務の執行について生ずる費用の前払又
は償還の手続その他の当該職務の執行について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する
事項

（1）監事がその職務について生じる費用の前払い等の
請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、当
該監事の職務の執行に必要でないと認められた場
合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（2）理事の職務執行を監査するために通常必要な監査
費用については、理事は監事との協議のうえ予算に
計上する。

11．その他監事の監査が実効的に行われることを確
保するための体制
　監事は、会計監査人から監査計画を受領し、会計監
査人が把握した内部統制システムの状況、リスクの評
価と対応および監査重点項目等について説明を受け、
意見交換を行うこと、また、必要に応じて会計監査人の
往査および監査講評に立ち会うことのほか、会計監査
人に対し監査の実施経過について、適宜報告を求める
ことができるものとする。

※2012年 5 月30日制定　  第198回理事会
※2021年 4 月 1 日改定　  第272回理事会

内部管理態勢
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コンプライアンス・ポリシー

コンプライアンス・プログラム

日本労信協の役職員が実践すべき普遍的なルールを定めた
基本方針です。

コンプライアンス・ポリシーを役職員一人一人が理解し、様々
なルールを遵守する態勢を確立するためのプログラムです。

コンプライアンス・ポリシーに基づき具体的に事業活動を展開していくうえで、
役職員一人一人が行動する際のガイドラインです。

役職員行動規範

実
践 実

現

１． コンプライアンスの実践

　日本労信協におけるコンプライアンスとは、法令、企業倫

理・内部規程、社会的規範等を遵守することであり、日本労

信協は人間尊重の精神に立ち、自由闊達な組織風土を醸成

することにより、コンプライアンスを誠実に実践します。

２． 社会的責任の自覚

　日本労信協は、一般社団法人としての社会的責任を果た

すために、積極的な社会貢献の推進および環境保全に取り

組み、ステークホルダー（利害関係者）と協調しながら、事業

運営の健全性、誠実性、透明性の確保に努めます。 

３． 機密情報 ･ 個人情報の管理

　日本労信協は、業務上知り得た機密情報やお客様の個人

情報に関しては、厳正な管理を徹底します。とりわけ、個人

情報は厳密なセキュリティ対策を講じ、法令および内部規

程等に基づき適正に保護・管理します。

４． 経営情報の開示

　日本労信協は、経営情報および会計報告を適正かつ適時

に開示し、お客様に対し説明責任を果たします。

５． 反社会的勢力の排除

　日本労信協は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力に対しては、これを断固として排除し、不当 ･ 不法な

要求には一切応じません。 

６． コミットメント

　経営陣は、本ポリシー達成のために率先垂範し、全ての

役職員がその意義を理解し実践するよう周知徹底します。

また、これに反するような事態が発生したときは、自らが問

題解決にあたる姿勢を内外に表明し、原因究明 ･ 再発防止

に努めます。また、同時に迅速かつ的確な情報の公開と説

明責任を果たし、権限と責任を明確にしたうえ、自らを含め

て厳正に処分します。 

　一般社団法人日本労働者信用基金協会（以下「日本労信協」という。）は、コーポレート ･ ガバナンスを充実し、一般社団法人と

しての自覚を持ち、日本労信協の目的である働く人とその家族が安心して生活できる共生社会の実現に寄与するため、内部統

制態勢の構築とともにコンプライアンス（倫理法令等の遵守）を最重要課題のひとつとして位置付け、以下の項目を実践します。  

コンプライアンス・ポリシー

　日本労信協は、以下の「コンプライアンス・ポリシー」を定め、コンプライアンス経営を実践し、“公益性に根ざした信用

保証事業”を行う信用保証機関として、より一層の信頼を確立するよう努めていきます。

コンプライアンス（倫理法令等の遵守）

コンプライアンス態勢図
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プライバシーポリシー

反社会的勢力に対する基本方針

１．日本労信協の名称・住所・代表者の氏名
　一般社団法人　日本労働者信用基金協会

住所および代表者氏名は、日本労信協ホームページ「日本労信協の
概要」に掲載しています。

　　
２．個人情報の取得・利用

日本労信協は、個人情報を取得する際には、利用目的を公表または
通知し（本プライバシーポリシーによる公表を含む）、直接ご本人さまか
ら契約書その他の書面（電磁的記録を含む）に記載された個人情報を
取得する場合にはあらかじめ利用目的を明示し、適法かつ公正な手段
によって取得します。

日本労信協は、利用目的の達成に必要な範囲内で、適正に個人情報
を利用します。
　　
３．個人情報の利用目的

日本労信協は、お客さまから提供を受けた個人情報を、以下の目的
で利用します。

①保証業務のほか、それに付随する業務における保証制度やサービ
スの申込の受付

②法律等に基づくご本人さまの確認等や、保証商品・サービスをご
利用いただく資格等の確認

③継続的なお取引等に際しての判断および期日管理、ならびにご返
済等の継続的なお取引における管理

④適合性の原則等に照らした判断等、保証商品やサービスの提供に
かかる妥当性の判断

⑤個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する等、適切な業
務の遂行に必要な範囲での第三者提供

⑥市場調査、ならびにデータ分析等による保証商品やサービスの研
究および開発

⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委
託された場合等において、委託された当該業務の適切な遂行

⑧お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行お
よびその他お客さまとの適切かつ円滑な取引の履行

⑨各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理

４．安全管理措置
日本労信協は、個人情報の漏えい、滅失または毀損の防止その他の

個人データの適切な管理のための措置を講じています。
詳細は、日本労信協ホームページの「お客さまの個人情報の取扱い

について『10.安全管理措置』」に記載しています。

一般社団法人日本労働者信用基金協会（以下「日本労信協」という。）は、個人情報保護の重要性を強く認識し、「個人情報の保護に関する法律」
(平成15年法律第57号「個人情報保護法」)および関連する法令、ガイドライン等を遵守し、以下の基本方針に基づき、個人情報の適切な管理・利
用に努めます。

なお、個人番号および特定個人情報の取扱いにつきましては、別途、「特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針」を定めます。

　一般社団法人日本労働者信用基金協会は、反社会的勢力排除に向けた公共的使命と社会的責任を十分認識し、業務の適切
性および健全性を確保するため、ここに反社会的勢力に対する基本方針を定めます。

１. 反社会的勢力との関係を遮断し排除するため、理事長以下、全役職員が一丸となり、断固たる姿勢で臨むとともに、対応する
役職員の安全を確保します。

２. 反社会的勢力とは、取引等を含め一切の関係を持ちません。 
３. 反社会的勢力に対して、資金供与あるいは不適切な便宜供与等は行いません。
４. 反社会的勢力による不当要求は断固として拒絶し、民事・刑事の両面から法的対抗措置を講じます。
５. 反社会的勢力による不当要求に対応するため、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関と緊密な連携関

係を構築します。

　日本労信協は、“お客さまの個人情報を適切に取り扱うことは社会的責任である”ことを認識し、以下の「プライバシーポ

リシー」を定めています。

　日本労信協は、「反社会的勢力に対する基本方針」を以下のとおり宣言します。

個人情報保護

内部管理態勢

反社会的勢力排除の取組み

５．個人データの第三者提供
日本労信協は、以下のいずれかに該当する場合を除き、お預かりした

個人データを、お客さまの同意を得ることなく、第三者へ提供いたしま
せん。

①お客さまから事前に同意をいただいた場合
②利用目的の達成に必要な範囲内において外部委託した場合
③法令に基づき提供を求められた場合
④「７.個人データの共同利用」に掲げる者に対して提供する場合

６．委託先における個人データの取扱い
日本労信協は、お客さまの個人データの取扱いを外部に委託するこ

とがあります。委託する場合には、当該委託先について厳正な調査を
行ったうえ、お客さまの個人データが安全に管理されるよう適切な監
督を行います。

７．個人データの共同利用
日本労信協は、加盟する個人信用情報機関との間で、お客さまの個

人データを、公表している利用目的あるいは取得の際にお示しした利
用目的の範囲内で、業務の遂行上必要な限りにおいて共同利用してい
ます。

詳細は、日本労信協ホームページの「お客さまの個人情報の取扱い
について『７.個人信用情報機関およびその加盟会員による個人情報
の提供ならびに利用について』」に記載しています。

８．保有個人データの開示・訂正・利用停止等
お客さまが、ご自身に関する日本労信協の保有個人データについ

て、内容の開示・訂正・利用停止等を求められる場合は、日本労信協
窓口（下記「９．お問い合わせ窓口」）までご連絡ください。

なお、開示請求等に関する詳細は、日本労信協ホームページの「お
客さまの個人情報の取扱いについて『６.保有個人データの「開示請求
等」に関する事項について』」に記載しています。

９．お問い合わせ窓口
日本労信協の個人情報の取扱いに関するご質問等につきましては、

下記の窓口にご連絡ください。
①住　　所
　〒112-0004　東京都文京区後楽１丁目４番１４号　後楽森ビル
　一般社団法人　日本労働者信用基金協会　統合リスク管理部
②電話番号　　０１２０-８６６-４１６
③受付時間　　月曜～金曜（土日祝日、12/31～1/3は除く）
　　　　　　　９：００～１７：００
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情報セキュリティポリシー
　一般社団法人日本労働者信用基金協会（以下「日本労信協」という。）は、保有するお客さま情報をはじめとする各種情報資産

が事業運営の基盤であることを十分認識するとともに、事業を継続的・安定的に運営していく上で、保有する“情報”に対して適

切な管理、ひいては適切な情報セキュリティ対策を実施することが、組織の責務として非常に重要であると認識しております。

　この認識のもと、ここに情報セキュリティポリシーを定め、全ての役職員がその内容を十分に理解し、各種情報資産を適切に保

護することに努めます。

2017年 4月28日

一般社団法人　日本労働者信用基金協会

　日本労信協は、情報セキュリティ対策の方針や行動指針を情報セキュリティポリシーとして定め、これに基づき、情報資

産の適切な保護および管理をしています。

１．情報セキュリティ管理体制等
の確立

　

２．適切な情報セキュリティ対策
の実施

３．法令および情報セキュリティ
関連規程等の遵守

４．情報セキュリティ教育等の
実施

５．情報セキュリティ監査の実施

　日本労信協は、各種情報資産に係る不正アク
セス、破壊、情報漏えい、紛失および改ざんなど
を未然に防止するため、組織的、物理的、技術的
および人的安全管理の観点から適切な情報セ
キュリティ対策を実施します。

　日本労信協は、情報セキュリティを維持するた

めに、管理運営する組織・体制を確立します。

　日本労信協は、全ての役職員に対して、情報セ

キュリティ意識の向上および情報資産の適切な

管理を実行するための教育・訓練を継続的に

実施します。

　日本労信協は、内部規程、社会的規範が遵守

され、有効に機能しているかを検証するため、定

期的かつ必要に応じて情報セキュリティ監査を

実施します。

　日本労信協は、以上の取り組みを定期的に

評価し、所要の見直しを行うことにより、情報

セキュリティマネジメントを継続的に改善して

いきます。

　日本労信協は、情報セキュリティに関する法

令、規制、指針、対外契約および別途定める情

報セキュリティ関連規程を遵守します。

６．評価・見直し

情報セキュリティ
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～「仕事と生活の調和」の実現に向けて～

日本労信協は、健康増進への取組みを経営上のコストではなく戦略的な
“投資”と位置付け、「労働金庫健康経営宣言」に基づいて「日本労信協行動計
画」を策定し、生産性向上や医療費負担の削減、さらに成長性ある企業として
社会的価値の向上を目指す「健康経営」を推進しています。その結果として、
経済産業省が創設した健康経営優良法人認定制度において、健康経営優良
法人2022（大規模法人部門）の認定を受けました。

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

「健康経営」推進に向けた取組み

日本労信協では、2011年度より「次世代育成支援対策推進法」に基づいて、仕事と子育て
の両立をはかるための雇用環境の整備や、子育てをしていない職員も含めた多様な労働条
件の整備を進めるための「一般事業主行動計画」を策定・実施しています。これによって、東京
労働局より、次世代の育成に積極的に取り組む企業として認定され、これまでに３回、次世代
認定マーク（愛称：くるみん）を取得し、4回目の申請を行っているところです（2022年７月１日現在）。
また、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」施行に伴い、次世代育成支援
対策推進法と一体とした行動計画を策定し、取組みを推進しています。

次世代育成支援行動計画（第５期）・「女性活躍推進法」に基づく行動計画（第３期）

ワ ー ク・ラ イ フ・バ ラ ン ス

すべての職員が活躍できる職場作り

日本労信協行動計画A C T I O N P L A N

①健康管理態勢の確立
産業医、保健師、総括衛生管理者、健康管理担当者が連携する態勢を維持するとともに、法令で定め
られている保健衛生委員会等の役割を履行する。
②健康診断・事後措置の一体取組
健康診断と事後措置を一体的に取り組むことにより、職員の疾病の早期発見と生活習慣病等の予防
効果を高めていく。
③過重労働対策
長時間労働による職員の健康障害を防止するため、時間外労働の削減および休暇取得を推進し、総
労働時間削減を図る。
④メンタルヘルス対策
ストレスチェック制度等を有効活用しながら日常的なケアを促進し、メンタルヘルス不調の未然防止
に取り組む。
⑤受動喫煙対策
　喫煙対策を社会的責任と認識し、法令遵守、役職員の健康管理の観点から取り組む。
⑥健康経営優良法人の継続認定
　健康経営優良法人2022の認定を受け、引き続き継続認定を目指す。

2
1

3

（１）総労働時間削減に向けた環境づくりをおこなっていく。
（２）「仕事と育児・介護の両立」に関する研修の受講率を男女ともに７０％以上とする。
策定または変更した行動計画については、日本労信協のホームページや女性活躍・
両立支援総合サイト（両立支援のひろば）へ掲載し公表しています。
http://nihonroshinkyo.org/next.html

計画期間
目　　標

計画の公表

２０22年４月１日から２０25年３月３１日までの３年間

Web完結型保証審査への A I の導入イメージ

トピックス

日本労信協は、労働金庫のお客さまの非対面ニーズに対応するため、2018年10月からカードローン、
2021年 9月から無担保証書貸付のＷｅｂ完結型保証審査の取扱いを開始しましたが、Ｗｅｂ完結型保証審
査を導入いただく労働金庫および対象商品に拡大が見込まれることから、審査業務の効率化や審査結果回答
の迅速化を目的にＡＩによる保証審査の導入を進めることとしました。
日本労信協のＷｅｂ完結型保証審査は労働金庫のホームページとＷｅｂ完結型保証審査システムを接続
することで、お客さまがローン申込から契約締結までの手続きをＷｅｂ上で完結できる仕組みとなっており、
日本労信協が申込受付から保証審査まで対応し、労働金庫が融資審査から融資実行に対応しています。
現在、日本労信協が行う保証審査に「承認確率」（人間が審査したら何％の確率で承認と判断するかを意味

する値）を算出するＡＩ（三菱総合研究所の提供）を導入し、「承認確率」が基準値より高い案件を自動承認す
る仕組みの開発を進めています（開発完了予定は2023年 5月）。
人間が審査を行った場合に概ね承認と判断する案件をＡＩが代わりに自動承認することで得られる効果は
取扱量が増えるほど大きくなるため、Ｗｅｂ完結型保証審査での導入効果を見極めたうえで、労働金庫の融
資業務にも活用できるよう検討を進める予定です。

ホームページ

審査支援システム
（融資審査）

We b 完結型保証審査

システム

審査 A I  A P I

A I 保証審査モデル

自動承認

人による判断

労働金庫 日本労信協 三菱総合研究所
ご連絡

案件情報

審査結果

A I 照会

A I 回答

申込入力

確認書類アップロード

お客さま

AIモデルA I モデル

T O P I C S

～ 保証審査の新たな取組み ～
ＡＩによる保証審査を導入します。

28

トピックス
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～「仕事と生活の調和」の実現に向けて～

日本労信協は、健康増進への取組みを経営上のコストではなく戦略的な
“投資”と位置付け、「労働金庫健康経営宣言」に基づいて「日本労信協行動計
画」を策定し、生産性向上や医療費負担の削減、さらに成長性ある企業として
社会的価値の向上を目指す「健康経営」を推進しています。その結果として、
経済産業省が創設した健康経営優良法人認定制度において、健康経営優良
法人2022（大規模法人部門）の認定を受けました。
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「健康経営」推進に向けた取組み

日本労信協では、2011年度より「次世代育成支援対策推進法」に基づいて、仕事と子育て
の両立をはかるための雇用環境の整備や、子育てをしていない職員も含めた多様な労働条
件の整備を進めるための「一般事業主行動計画」を策定・実施しています。これによって、東京
労働局より、次世代の育成に積極的に取り組む企業として認定され、これまでに３回、次世代
認定マーク（愛称：くるみん）を取得し、4回目の申請を行っているところです（2022年７月１日現在）。
また、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」施行に伴い、次世代育成支援
対策推進法と一体とした行動計画を策定し、取組みを推進しています。

次世代育成支援行動計画（第５期）・「女性活躍推進法」に基づく行動計画（第３期）

ワ ー ク・ラ イ フ・バ ラ ン ス

すべての職員が活躍できる職場作り

日本労信協行動計画A C T I O N P L A N

①健康管理態勢の確立
産業医、保健師、総括衛生管理者、健康管理担当者が連携する態勢を維持するとともに、法令で定め
られている保健衛生委員会等の役割を履行する。
②健康診断・事後措置の一体取組
健康診断と事後措置を一体的に取り組むことにより、職員の疾病の早期発見と生活習慣病等の予防
効果を高めていく。
③過重労働対策
長時間労働による職員の健康障害を防止するため、時間外労働の削減および休暇取得を推進し、総
労働時間削減を図る。
④メンタルヘルス対策
ストレスチェック制度等を有効活用しながら日常的なケアを促進し、メンタルヘルス不調の未然防止
に取り組む。
⑤受動喫煙対策
　喫煙対策を社会的責任と認識し、法令遵守、役職員の健康管理の観点から取り組む。
⑥健康経営優良法人の継続認定
　健康経営優良法人2022の認定を受け、引き続き継続認定を目指す。

2
1

3

（１）総労働時間削減に向けた環境づくりをおこなっていく。
（２）「仕事と育児・介護の両立」に関する研修の受講率を男女ともに７０％以上とする。
策定または変更した行動計画については、日本労信協のホームページや女性活躍・
両立支援総合サイト（両立支援のひろば）へ掲載し公表しています。
http://nihonroshinkyo.org/next.html

計画期間
目　　標

計画の公表

２０22年４月１日から２０25年３月３１日までの３年間

Web完結型保証審査への A I の導入イメージ

トピックス

日本労信協は、労働金庫のお客さまの非対面ニーズに対応するため、2018年10月からカードローン、
2021年 9月から無担保証書貸付のＷｅｂ完結型保証審査の取扱いを開始しましたが、Ｗｅｂ完結型保証審
査を導入いただく労働金庫および対象商品に拡大が見込まれることから、審査業務の効率化や審査結果回答
の迅速化を目的にＡＩによる保証審査の導入を進めることとしました。
日本労信協のＷｅｂ完結型保証審査は労働金庫のホームページとＷｅｂ完結型保証審査システムを接続
することで、お客さまがローン申込から契約締結までの手続きをＷｅｂ上で完結できる仕組みとなっており、
日本労信協が申込受付から保証審査まで対応し、労働金庫が融資審査から融資実行に対応しています。
現在、日本労信協が行う保証審査に「承認確率」（人間が審査したら何％の確率で承認と判断するかを意味

する値）を算出するＡＩ（三菱総合研究所の提供）を導入し、「承認確率」が基準値より高い案件を自動承認す
る仕組みの開発を進めています（開発完了予定は2023年 5月）。
人間が審査を行った場合に概ね承認と判断する案件をＡＩが代わりに自動承認することで得られる効果は
取扱量が増えるほど大きくなるため、Ｗｅｂ完結型保証審査での導入効果を見極めたうえで、労働金庫の融
資業務にも活用できるよう検討を進める予定です。

ホームページ

審査支援システム
（融資審査）

We b 完結型保証審査

システム

審査 A I  A P I

A I 保証審査モデル

自動承認

人による判断

労働金庫 日本労信協 三菱総合研究所
ご連絡

案件情報

審査結果

A I 照会

A I 回答

申込入力

確認書類アップロード

お客さま

AIモデルA I モデル

T O P I C S

～ 保証審査の新たな取組み ～
ＡＩによる保証審査を導入します。
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代位弁済率
延滞率
代弁能力係数

◎件数・金額は表示された単位未満を切捨てて記載しています。
◎増減率は、小数点第 2 位を四捨五入し第 1 位まで記載、諸比率は、小数点第 3 位を四捨五入し第 2 位まで記載しています。

：保証債務平均残高に対する代位弁済の割合を示します。
：保証債務残高に対する延滞の割合を示します。
：代位弁済原資（正味財産・債務保証損失引当金・貸倒引当金の合計から、必要基本財産と基本財産

固定額を差し引いた額）の代位弁済リスク（２か月以上の延滞額）に対する倍率を示します。労働金庫
の資産査定においては、優良保証の要件として、「代弁能力係数が １ 以上の保証機関の保証」であるこ
とが明示されています。

○諸比率の定義・金額等表示方法

定義

表示方法
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（単位：円）

科　目 当年度 （2022.3.31） 前年度 （2021.3.31） 増　減

Ⅰ  

資
産
の
部

１．流動資産

現金預金  29,949,145,130  29,749,743,131  199,401,999

未収保証料  1,934,639,222  2,360,252,217 △ 425,612,995

未収金  138,851,286  131,169,673  7,681,613

有価証券  147,755,263,755  144,530,036,419  3,225,227,336

未収利息  79,992,574  80,554,061 △ 561,487

その他流動資産  42,652,934  44,112,945 △ 1,460,011

流動資産合計  179,900,544,901  176,895,868,446  3,004,676,455

２．固定資産

（1） 基本財産

寄付金積立資産  3,609,000,000  3,609,000,000  0

保証積立資産  121,005,306,318  117,274,014,678  3,731,291,640

基本財産合計  124,614,306,318  120,883,014,678  3,731,291,640

（2） 特定資産

保証基盤安定化積立資産  91,390,836,257  87,285,249,269  4,105,586,988

退職給付引当資産  420,173,897  397,282,611  22,891,286

役員退任慰労引当資産  59,610,750  44,608,000  15,002,750

特定資産合計  91,870,620,904  87,727,139,880  4,143,481,024

（3） 求償権  77,207,460,567  76,185,662,975  1,021,797,592

貸倒引当金 △ 45,430,879,041 △ 44,909,729,511 △ 521,149,530

（4） 保証債務見返 14,019,109,460,722  13,599,339,151,267  419,770,309,455

（5） その他固定資産

建物  18,134,237  22,286,284 △ 4,152,047

什器備品  232,978,700  44,628,290  188,350,410

建設仮勘定  0  654,101,800 △ 654,101,800

電話加入権  1,491,876  1,491,876  0

ソフトウェア  3,444,108,355  158,895,960  3,285,212,395

ソフトウェア仮勘定  0  3,337,951,710 △ 3,337,951,710

敷金  257,864,878  258,693,794 △ 828,916

出資金  1,050,000  1,050,000  0

その他固定資産合計  3,955,628,046  4,479,099,714 △ 523,471,668

固定資産合計 14,271,326,597,516  13,843,704,339,003  427,622,258,513

資産合計 14,451,227,142,417  14,020,600,207,449  430,626,934,968

定　　款貸借対照表 2022年3月31日現在

財務データ	
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（単位：円）

科　目 当年度 （2022.3.31） 前年度 （2021.3.31） 増　減

Ⅱ  

負
債
の
部

１．流動負債

未払金  1,275,775,110  1,188,519,158  87,255,952

預り金  34,213,038  40,280,686 △ 6,067,648

リース債務  1,005,480  1,206,576 △ 201,096

賞与引当金  83,439,358  79,641,313  3,798,045

その他の流動負債  27,632,709  33,420  27,599,289

流動負債合計  1,422,065,695  1,309,681,153  112,384,542

２．固定負債

長期未払金  0  10,793,015 △ 10,793,015

リース債務  0  1,005,480 △ 1,005,480

保証債務  14,019,109,460,722  13,599,339,151,267  419,770,309,455

未経過保証料  99,039,694,492  96,583,377,963  2,456,316,529

債務保証損失引当金  115,170,994,286  114,746,044,013  424,950,273

退職給付引当金  420,173,897  397,282,611  22,891,286

役員退任慰労引当金  59,610,750  44,608,000  15,002,750

固定負債合計  14,233,799,934,147  13,811,122,262,349  422,677,671,798

負債合計  14,235,221,999,842  13,812,431,943,502  422,790,056,340

Ⅲ  

正
味
財
産
の
部

１．基金

基金  0 2,000,000,000 △ 2,000,000,000

（うち基本財産への充当額） （　  　　            　　　0） （　  　 2,000,000,000） （　  △ 2,000,000,000）

（うち特定資産への充当額） （　  　　            　　　0） （　  　　            　　　0） （　  　　            　　　0）

２．指定正味財産

寄付金  3,609,000,000  3,609,000,000 0

指定正味財産合計  3,609,000,000  3,609,000,000 　0

（うち基本財産への充当額） （　  　 3,609,000,000） （　  　 3,609,000,000） （　  　　            　　　0）

（うち特定資産への充当額） （　  　　            　　　0） （　  　　            　　　0） （　  　　            　　　0）

３．一般正味財産

（1） 代替基金  2,000,000,000  0  2,000,000,000

（2） その他一般正味財産  210,396,142,575  202,559,263,947  7,836,878,628

一般正味財産合計  212,396,142,575  202,559,263,947  9,836,878,628

（うち基本財産への充当額） （　  121,005,306,318） （　  115,274,014,678） （　       5,731,291,640）

（うち特定資産への充当額） （       91,390,836,257） （       87,285,249,269） （          4,105,586,988）

正味財産合計  216,005,142,575  208,168,263,947  7,836,878,628

負債及び正味財産合計  14,451,227,142,417  14,020,600,207,449  430,626,934,968
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（単位：円）

科　目
当年度

（2021.4.1～2022.3.31）
前年度 

（2020.4.1～2021.3.31）
増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部 
１．経常増減の部

（1） 経常収益
① 基本財産運用益

基本財産受取利息  97,993,752  95,324,238  2,669,514
② 特定資産運用益

特定資産受取利息  58,084,114  53,907,990  4,176,124
③ 事業収益  

保証料  23,139,837,803  23,073,218,629  66,619,174
受取損害金  2,609,728,038  2,408,836,147  200,891,891
償却求償権回収金  140,249,885  165,233,282 △ 24,983,397
譲受求償権回収益  67,329,669  56,431,745  10,897,924
債権管理費回収金  196,151,746  201,387,520 △ 5,235,774

④ 受取補助金等
受取国庫補助金  29,469,334  18,154,966  11,314,368

⑤ 雑収益
受取利息  3,589,026  4,777,554 △ 1,188,528
有価証券利息  39,782,469  44,562,474 △ 4,780,005
受取配当金  11,610,635  13,351,799 △ 1,741,164
受入手数料  595,200  595,200  0
受入団信保険料  260,533  323,896 △ 63,363
雑収益  7,153,357  2,550,333  4,603,024

経常収益計  26,401,835,561  26,138,655,773  263,179,788
（2） 経常費用

① 事業費 [15,855,746,369]  [15,173,894,611]   [681,851,758]
貸倒損失  13,344,274  4,048,273  9,296,001
制度融資求償権償却費  28,851,328  19,953,714  8,897,614
貸倒引当金繰入額  9,281,601,448  10,051,949,971 △ 770,348,523
債務保証損失引当金繰入額  1,783,130,307  1,595,466,891  187,663,416
給料手当  814,358,417  789,426,370  24,932,047
賞与引当金繰入額  68,968,275  65,886,127  3,082,148
退職給付費用  57,184,943  65,823,361 △ 8,638,418
社会保険料  143,123,134  141,777,328  1,345,806
人事厚生費  49,277,473  47,040,253  2,237,220
会合費  48,854  46,194  2,660
会議費  488,018  391,732  96,286
広告宣伝費  1,919,940  1,990,010 △ 70,070
交際費  47,393  30,000  17,393
旅費交通費  651,871  648,949  2,922
通信運搬費  58,937,531  46,134,101  12,803,430
建物減価償却費  3,404,679  3,308,147  96,532
什器備品減価償却費  89,482,548  15,544,645  73,937,903
ソフトウェア減価償却費  641,589,285  60,118,209  581,471,076
敷金償却費  1,018,372  981,114  37,258
備品費  11,961,592  46,871,206 △ 34,909,614
事務用品費  12,161,443  24,854,931 △ 12,693,488
図書費  171,463  247,610 △ 76,147
保全管理費  987,253,807  110,316,171  876,937,636
給水光熱費  4,287,903  4,541,780 △ 253,877
土地建物賃借料  204,494,815  206,153,713 △ 1,658,898
事務機械賃借料  13,728,338  9,378,932  4,349,406
諸謝金  8,883,086  8,181,454  701,632
租税公課  32,283,347  32,391,405 △ 108,058
支払負担金  2,640,000  2,640,000  0
諸会費  959,596  869,596  90,000
信用調査費  18,233,613  18,441,316 △ 207,703
債権管理費  247,207,062  221,827,110  25,379,952
業務委託手数料  879,235,720  908,292,880 △ 29,057,160
支払団信保険料  18,550,434  18,781,381 △ 230,947
支払手数料  3,880,828  3,965,206 △ 84,378
事務委託費  371,140,213  645,160,531 △ 274,020,318
雑費  1,245,019  414,000  831,019

定　　款正味財産増減計算書 2021年 4 月1日から2022年 3 月31日まで

財務データ	



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

35

（単位：円）

科　目
当年度

（2021.4.1～2022.3.31）
前年度 

（2020.4.1～2021.3.31）
増　減

② 管理費 [689,415,657]  [536,577,169]  [152,838,488]
役員報酬  97,922,260  99,702,690 △ 1,780,430
役員退任慰労引当金繰入額  15,002,750  12,102,000  2,900,750
給料手当  192,020,813  165,163,954  26,856,859
賞与引当金繰入額  14,471,083  13,755,186  715,897
退職給付費用  11,154,182  17,495,471 △ 6,341,289
社会保険料  39,547,312  38,360,121  1,187,191
人事厚生費  20,848,157  20,765,081  83,076
会議費  940,229  3,126,171 △ 2,185,942
交際費  253,614  135,413  118,201
旅費交通費  608,508  294,600  313,908
通信運搬費  4,329,454  4,846,311 △ 516,857
建物減価償却費  747,368  879,380 △ 132,012
什器備品減価償却費  19,642,510  4,132,120  15,510,390
ソフトウェア減価償却費  140,836,672  15,980,789  124,855,883
敷金償却費  223,544  260,802 △ 37,258
備品費  771,764  28,949  742,815
事務用品費  205,988  360,377 △ 154,389
図書費  650,768  646,591  4,177
保全管理費  8,565,403  9,917,627 △ 1,352,224
給水光熱費  1,394,573  1,484,801 △ 90,228
土地建物賃借料  61,296,504  61,196,196  100,308
事務機械賃借料  2,194,986  6,722,677 △ 4,527,691
支払保険料  2,914,530  2,618,530  296,000
諸謝金  23,112,840  21,922,648  1,190,192
租税公課  924,400  24,000  900,400
諸会費  557,200  702,200 △ 145,000
支払寄付金  22,100,000  23,000,000 △ 900,000
支払手数料  68,682  75,762 △ 7,080
事務委託費  6,003,247  10,737,753 △ 4,734,506
雑費  106,316  138,969 △ 32,653

経常費用計  16,545,162,026 15,710,471,780  834,690,246
当期経常増減額  9,856,673,535 10,428,183,993 △ 571,510,458

２．経常外増減の部
（1） 経常外費用  

① 固定資産除却損
什器備品除却損  1,018,812  2  1,018,810
ソフトウェア除却損  18,676,095  0  18,676,095

② 雑費  100,000  0  100,000
経常外費用計  19,794,907  2  19,794,905

当期経常外増減額 △ 19,794,907 △ 2 △ 19,794,905
当期一般正味財産増減額  9,836,878,628  10,428,183,991 △ 591,305,363
一般正味財産期首残高  202,559,263,947  192,131,079,956  10,428,183,991
一般正味財産期末残高  212,396,142,575  202,559,263,947  9,836,878,628

Ⅱ 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額  0  0  0
指定正味財産期首残高  3,609,000,000  3,609,000,000  0
指定正味財産期末残高  3,609,000,000  3,609,000,000  0

Ⅲ 基金増減の部
基金返還額  2,000,000,000  0  2,000,000,000

当期基金増減額 △ 2,000,000,000  0 △ 2,000,000,000
基金期首残高  2,000,000,000  2,000,000,000  0
基金期末残高  0  2,000,000,000 △ 2,000,000,000

Ⅳ 正味財産期末残高  216,005,142,575  208,168,263,947  7,836,878,628
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（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産　

　寄付金積立資産 3,609,000,000 0 0 3,609,000,000

　保証積立資産 117,274,014,678 3,731,291,640 0 121,005,306,318

小　計 120,883,014,678 3,731,291,640 0 124,614,306,318

特定資産　

　保証基盤安定化積立資産 87,285,249,269 4,105,586,988 0 91,390,836,257

　退職給付引当資産 397,282,611 22,891,286 0 420,173,897

　役員退任慰労引当資産 44,608,000 15,002,750 0 59,610,750

小　計 87,727,139,880 4,143,481,024 0 91,870,620,904

合　計 208,610,154,558 7,874,772,664 0 216,484,927,222

重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券	

市場価格のない株式等・・・・・移動平均法による原価法によっている。

（２） 固定資産の減価償却の方法	
①　建物

定率法によっている。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備は定額法によっている。

②　什器備品（リース資産除く）

定率法によっている。

③　ソフトウェア

法人内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

④　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３） 引当金の計上基準	

①　債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、当期末における損失発生見込額を計上している。	

②　貸倒引当金

求償権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

③　賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

④　退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上している。				  

⑤　役員退任慰労引当金

役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上している。	

（４） 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

財務データ	

定　　款財務諸表に対する注記

1

2



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

37

4

（単位：円）

科　目 当期末残高
（うち基金からの

   充当額）
（うち指定正味財産
   からの充当額）

（うち一般正味財産
   からの充当額）

（うち負債に
    対応する額）

基本財産

寄付金積立資産 3,609,000,000 - (3,609,000,000) - -

保証積立資産 121,005,306,318 - - (121,005,306,318) -

小　計 124,614,306,318 - (3,609,000,000) (121,005,306,318) -

特定資産

保証基盤安定化積立資産 91,390,836,257 - - (91,390,836,257) -

退職給付引当資産 420,173,897 - - - (420,173,897)

役員退任慰労引当資産 59,610,750 - - - (59,610,750)

小　計 91,870,620,904 - - (91,390,836,257) (479,784,647)

合　計 216,484,927,222 - (3,609,000,000) (212,396,142,575) (479,784,647)

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 143,810,731 125,676,494 18,134,237

什器備品 500,608,273 267,629,573 232,978,700

ソフトウェア 4,351,442,376 907,334,021 3,444,108,355

合　計 4,995,861,380 1,300,640,088 3,695,221,292

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末
残高 当期増加額 当期減少額 当期末

残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

雇用開発支援等補助金（就職安定資金融資事業費） 厚生労働省 - 7,337,376 7,337,376 -

高齢者就業機会確保等補助金（長期失業者分） 厚生労働省 - 2,836,461 2,836,461 -

雇用開発支援等補助金（就職促進） 厚生労働省 - 1,050,000 1,050,000 -

雇用開発支援等補助金（技能者育成） 厚生労働省 - 2,595,882 2,595,882 -

求職者訓練受講支援補助金（求職者支援） 厚生労働省 - 9,051,750 9,051,750 -

雇用開発支援等補助金（教育訓練受講者） 厚生労働省 - 6,597,865 6,597,865 -

合　計 - 29,469,334 29,469,334 -

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基金

日本労信協第１回基金 2,000,000,000 0 2,000,000,000 0

基金　　計 2,000,000,000 0 2,000,000,000 0 

代替基金

日本労信協第１回基金 0 2,000,000,000 - 2,000,000,000 

代替基金　　計 0 2,000,000,000 - 2,000,000,000 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

基金及び代替基金の増減額及びその残高

基金及び代替基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
3

4

5

6
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金融商品関係

（１） 金融商品の状況に関する事項
①  金融商品に対する取組方針	

当協会は、労働金庫の融資を利用する勤労者への信用保証を行う信用保証業を行っている一般社
団法人であり、資金運用については預け金（主として定期預金及び譲渡性預金）のみの運用を行っ
ている。
なお、貸借対照表上の「有価証券」は、全て譲渡性預金である。

②  金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
当協会の保有する金融資産は、主として定期預金及び譲渡性預金であり、市場金利の推移や流動
性の確保に注意を払いながら、安全かつ効率的に資金運用を行っている。具体的には、現金預金及
び基本財産・特定資産に係る定期性預け金の流動性・効率性を踏まえながら運用手法の確立を
図っている。
定期預金及び譲渡性預金の預け先は信用力の高い金融機関に限定しているため、信用リスクは僅
少である。
債務保証契約及び求償権は、債務者の所得環境等の変化により、契約条件に従った債務履行がな
されない可能性があるが、保証業務取扱規程、求償権管理回収規程等に従い、与信管理に関する体
制を整備し運営している。

（2） 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりである。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略している。

表示方法の変更

債権管理費の表示方法
債権管理費用の回収金については、従来、回収額を事業費の債権管理費から減額していたが、重要性が増し
たため、当事業年度より事業収益の債権管理費回収金として総額表示する方法に変更した。この表示方法の
変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っている。
この結果、前事業年度の正味財産増減計算書において、債権管理費回収金、経常収益計、事業費、債権管理
費、経常費用計がそれぞれ201,387,520円増加している。

（*1） 求償権に対応する貸倒引当金を控除している。

（注） 金融商品の時価の算定方法
 ①　預け金

有価証券は全て譲渡性預金である。
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としている。
満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定してい
る。なお、残存期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としている。

 ②　求償権
求償権については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保による回収金見込額等に基づいて貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当
該価額をもって時価としている。

 ③　債務保証契約
債務保証契約は、契約上の保証料の現在価値と将来の期待損失の現在価値との差額を時価としている。

（単位：円）
　 貸借対照表計上額 時　価 差　額

①　 預け金 　 　 　

　　 現金預金 29,949,145,130 29,949,145,130 0

　　 有価証券 147,755,263,755 147,755,263,755 0

　　 寄付金積立資産 3,609,000,000 3,609,000,000 0

　　 保証積立資産 121,005,306,318 121,005,306,318 0

　　 保証基盤安定化積立資産 91,390,836,257 91,390,836,257 0

　　 退職給付引当資産 420,173,897 420,173,897 0

　　 役員退任慰労引当資産 59,610,750 59,610,750 0

計 394,189,336,107 394,189,336,107 0

②　 求償権 77,207,460,567

　　 貸倒引当金（*1） △45,430,879,041

計 31,776,581,526 31,776,581,526 －

　 契約額等 時　価

③　債務保証契約 14,019,109,460,722 115,392,384,992

リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引
　リース資産の内容
　　その他固定資産
　　　求償管理業務における封入封緘機（什器備品）である。

財務データ	
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8
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2021年度の新規保証引受は、303千件・１兆9,183億円となり、2020年度と比較すると、６千件の増加・34
億円の減少となりました。

担保区分ごとに2020年度と比較すると、無担保が８千件・355億円増加し、有担保が２千件・390億円減少し
ました。

2021年度末の保証債務残高は、3,622千件 ･ 14兆172億円となり、2020年度末と比較すると、13千件・
4,200億円の増加となりました。

担保区分ごとに2020年度末と比較すると、無担保が２千件・511億円、有担保が10千件・3,688億円増加しま
した。

新規保証引受

無担保金額

有担保金額

無担保件数

有担保件数

（千件）（億円）

2017年度 2018年度 2019年度 2021年度2020年度

319千件
1兆9,854億円

342千件
2兆2,467億円

332千件
2兆2,029億円

297千件
1兆9,217億円

303千件
1兆9,183億円

18,60516,086

3,768

3,861

18,123

3,905

15,635

3,582

15,245

3,938

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000 246 241

219
228235

96 91
7783

50

0

100

150

200

250

75

保証債務残高

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

0 0

1,000

2,000

3,000

7,000

5,000

6,000

4,000

（千件）（億円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

3,530千件
11兆7,746億円

3,573千件
12兆5,153億円

3,603千件
13兆1,656億円

3,609千件
13兆5,971億円

3,622千件
14兆172億円

11,720

113,432

12,294

119,362

12,403

123,568

11,094

106,651
2,808 2,820 2,814

764 783 795

12,915

127,256

2,817

805741

2,788

無担保金額

有担保金額

無担保件数

有担保件数

事業概況推移 ※国の損失補填付事業の保証に係る実績を除いています。

統計データ	
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2021年度の決算保証料は、231億29百万円となり、2020年度と比較すると、67百万円の増加となりました。
担保区分ごとに2020年度と比較すると、無担保が65百万円減少し、有担保が１億33百万円増加しました。

決算保証料

無担保

有担保

（百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

222億59百万円 222億79百万円 228億62百万円 230億61百万円 231億29百万円

20,000

25,000

15,000

10,000

5,000

0

15,125

7,153

15,726

7,135

16,043

7,018

16,176

6,952

14,926

7,332

事業概況推移

2021年度の代位弁済は、5,531件、217億56百万円となり、2020年度と比較すると、71件・４億52百万円
の増加となりました。

担保区分ごとに2020年度と比較すると、無担保が97件・１億64百万円増加し、有担保が26件減少した一方、
２億87百万円増加しました。

代位弁済

10,000

5,000

15,000

25,000

20,000

0 0

1,000

2,000

3,000

4,000

（件）（百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

4,892件
173億30百万円

5,641件
199億50百万円

5,581件
215億50百万円

5,460件
213億３百万円

5,531件
217億56百万円

5,000

13,722

6,228

4,796

4,096

796 845

14,861

6,689

4,725

856

14,120

7,182

4,677 4,774

783

14,408

7,347

757

12,402

4,927

無担保金額

有担保金額

無担保件数

有担保件数

事故原因 件数 金額 金額構成比

債務過多 1,560 9,008 41.41%

行方不明 9 19 0.09%

自己破産 1,691 7,642 35.13%

失業 128 523 2.41%

死亡 139 339 1.56%

民事再生 1,223 2,356 10.83%

その他 781 1,865 8.58%

合計 5,531 21,756 　

2021年度事故原因（単位 : 件、百万円）

統計データ	
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事業概況推移

2021年度の代位弁済率は、2020年度から変動なく0.16％となりました。
担保区分ごとに2020年度と比較すると、無担保は変動なく、有担保は0.01ポイント減少しました。
2021年度末の付保証延滞率は、2020年度から変動なく0.09％となりました。
担保区分ごとに2020年度末と比較すると、無担保が0.01ポイント減少し、有担保は変動ありませんでした。

代位弁済率および付保証延滞率

無担保

有担保

合計

（%）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

付保証延滞率

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.08

0.07

0.11

0.09

0.09

0.10

0.11

0.10

0.09

0.09

0.090.09

0.09

0.12

0.12

（%）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

代位弁済率

0.1

0

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.12 0.13 0.13

0.16 0.17

0.12

0.16

0.55 0.56 0.58

0.16

0.58

0.15

0.46

0.11

※国の損失補填付事業の保証に係る実績を除いています。

2021年度末の付保証延滞残高は、1,533件・126億38百万円となり、2020年度末と比較すると、77件・
１億82百万円の減少となりました。

担保区分ごとに2020年度末と比較すると、無担保が60件・89百万円、有担保が17件・93百万円減少しまし
た。

付保証延滞残高

（件）（百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

1,710件
140億22百万円

1,449件
113億94百万円

1,712件
139億84百万円

1,610件
128億21百万円

1,533件
126億38百万円

0

5,000

10,000

15,000

20,000 2,000

0

10,528

865

12,764

1,220

11,546

1,274

13,110

911

755

694

856

746

864

11,452

1,185

729

804
956

754
500

1,000

1,500

無担保金額

有担保金額

無担保件数

有担保件数

856
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2021年度の求償権回収金は、131億97百万円となり、2020年度と比較すると、14億64百万円の増加となりま
した。

担保区分ごとに2020年度と比較すると、無担保が19百万円減少し、有担保が14億84百万円増加しました。

2021年度の求償権償却額は、101億34百万円となり、2020年度と比較すると、４億15百万円の減少となりま
した。

求償権回収金

無担保

有担保

5,000

2,500

7,500

10,000

12,500

15,000

0

（百万円）
122億80百万円 122億63百万円 130億88百万円 117億33百万円 131億97百万円

10,679

1,584

11,327

1,760

9,878

1,854

11,362

1,835

10,765

1,515

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

求償権償却額

無担保

有担保

6,000

4,000

2,000

8,000

12,000

10,000

0

（百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

79億53百万円 82億24百万円73億７百万円 105億50百万円 101億34百万円

4,061

3,246

4,369

3,854

5,829

4,720

5,131

5,003

4,970

2,983

事業概況推移

統計データ	
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事業概況推移

2021年度末の求償権残高は、770億95百万円となり、2020年度末と比較すると、10億56百万円の増加となり
ました。

2021年度の貸倒引当金は、454億30百万円となり、2020年度と比較すると、５億21百万円の増加となりました。
2021年度の債務保証損失引当金は、1,151億70百万円となり、2020年度と比較すると、４億24百万円の増加

となりました。

2021年度の代弁能力係数は、16.30となり、2020年度と比較すると、0.61ポイント増加となりました。

期末求償権残高と貸倒引当金 債務保証損失引当金
無担保 有担保 貸倒引当金

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

120,000

100,000

110,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（百万円） （百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

求償権残高
689億31百万円

求償権残高
717億94百万円

求償権残高
744億89百万円

求償権残高
760億38百万円

求償権残高
770億95百万円

113,686 114,761 114,746 115,170111,052

14,323

57,471

15,799

58,690

16,829

59,209

40,998 43,788 44,909

17,747

59,348

45,430

12,571

56,359

38,272

代弁能力係数
代位弁済リスク

代位弁済原資

代弁能力係数

（百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
0

180,000

200,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

18

16

14

12

8

6

4

2

187,841

11,394

194,029

13,984

201,137

12,821

181,143

14,022
0

10

20

12.92

16.48

13.87

15.69

206,063

12,638

16.30

※国の損失補填付事業の保証に係る実績を除いています。



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

44

労働金庫の個人融資に占める、日本労信協保証の割合を残高ベースで示したものです。
2021年度末の付保証シェアは、94.94％となり、2020年度末と比較すると0.28ポイント増加となりました。

労働金庫の個人融資に占める付保証シェア
個人融資残高

付保証債務残高

付保証シェア

0 40

100

90

70

80

60

50

（億円） （%）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

94.36
94.50

94.66 94.94

94.27

132,624

125,143

139,314

131,648

143,642

135,965

147,644

140,166

124,890

117,734

事業概況推移

主要計数推移 （2017～2021年度）

（単位：件、百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

基本財産 104,690 111,272 117,050 120,883 124,614

　
寄付金 3,609 3,609 3,609 3,609 3,609

保証積立資産 101,081 107,663 113,441 117,274 121,005

新規保証引受
件数 319,688 342,448 332,859 297,064 303,327

金額 1,985,469 2,246,778 2,202,959 1,921,779 1,918,311

保証債務残高
件数 3,530,015 3,573,100 3,603,978 3,609,524 3,622,638

金額 11,774,601 12,515,381 13,165,658 13,597,195 14,017,207

決算保証料 22,259 22,279 22,862 23,061 23,129

付保証延滞残高
件数 1,710 1,449 1,712 1,610 1,533

金額 14,022 11,394 13,984 12,821 12,638

代位弁済
件数 4,892 5,641 5,581 5,460 5,531

金額 17,330 19,950 21,550 21,303 21,756

求償権残高
件数 21,587 22,803 23,725 23,620 23,894

金額 68,931 71,794 74,489 76,038 77,095

求償権回収金 12,280 12,263 13,088 11,733 13,197

※国の損失補填付事業の保証に係る実績を除いています。

統計データ	
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社
員
総
会

常
任
理
事
会

理
事
会

常
勤
監
事

監
事
会

理
事
長

（
代
表
理
事
）

副
理
事
長

（
代
表
理
事
）

専
務
理
事

（
代
表
理
事
）

常
務
理
事

（
業
務
執
行
理
事
）

常
務
理
事

（
業
務
執
行
理
事
）

●コンプライアンス・個人情報保護の統括
●反社会的勢力の排除対応の統括
●法務・法務リスク

●リスク管理の統括
●ＢＣＰ（事業継続計画）
●内部統制システム・自己検査の統括

〔リスク管理〕

〔コンプライアンス〕

統合リスク
管理部

役職員数
理事･監事
相 談 役
職　　員

総数
嘱託職員
地域常駐
派遣職員

18名
4名

120名

29名
14名
1名

186名

●システム開発
●システム運用・管理
●情報セキュリティの統括

〔システム開発〕
〔システム運用〕システム

管理部

●保証債務履行全般
●国との提携融資制度の保証
●無担保団体信用生命保険の請求事務
●基幹システム（代弁）の業務仕様

〔代弁審査〕

事務統括部

〔保証審査〕●保証引受審査
●自治体提携融資・年金転貸融資の保証
●NPO等事業融資の保証

〔事務〕●保証料・団体信用生命保険の事務
●決算事務
●個人信用情報事務の統括
●基幹システム（保証）の業務仕様
●労働金庫への業務委託関連
●原本・金庫室の管理

保証企画部

●営業推進
●商品・制度の開発・改善
●保証料制度関連
●保証引受基準
●調査・研究
●業務統計・分析
●経営分析

●決算・会計方針
●決算・計数計画・資産査定の統括
●予算

●資金運用
●経理・経費
●税務

●総合企画
●事業計画・事業報告
●経営諸施策の基本条件
●基金の管理

●広報
●関係官庁・関係団体の窓口
●国との提携融資制度
●ＩＴ統制

〔企画〕

〔財務〕

経営企画部

監　査　室

●内部監査
●内部統制システムの検証・評価
●会計検査院の検査対応
●会計監査人の監査対応

業務集中部

●Web完結型保証審査

●総務
●役員秘書
●社員の加入・脱退
●文書関連
●管財・庶務
●人事管理
●教育・研修

総務人事部

債権管理部

●無担保債権の管理・回収
●無担保弁済契約の維持管理

〔オートコール
・契約管理〕

●有担保債権の管理・回収
●有担保弁済契約の維持管理
●地域駐在嘱託職員による管理・回収
●地域拠点・地域駐在嘱託職員の管理

〔有担保〕

●無担保・有担保債権の法的手続〔法的手続〕
●無担保・有担保債権管理業務全般
　（基幹システム（求償権）の業務仕様含む）

〔事務〕

●西日本事務所担当地区の管理・回収〔西日本事務所〕

監事会事務局

●監事会事務

＊2022年７月１日現在
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定　　款社員一覧

定　　款役員名簿

2022年７月１日現在

2022年７月１日現在

＊社員外役員となります。

合計20社員

労働金庫 労(勤)信協

労働金庫連合会

北 海 道 労 働 金 庫

東 北 労 働 金 庫

中 央 労 働 金 庫

新 潟 県 労 働 金 庫

長 野 県 労 働 金 庫

静 岡 県 労 働 金 庫

北 陸 労 働 金 庫

東 海 労 働 金 庫

近 畿 労 働 金 庫

中 国 労 働 金 庫

四 国 労 働 金 庫

九 州 労 働 金 庫

沖 縄 県 労 働 金 庫

北 海 道 勤 労 者 信 用 基 金 協 会

新 潟 県 労 働 者 信 用 基 金 協 会

静 岡 県 勤 労 者 信 用 基 金 協 会

富 山 県 勤 労 者 信 用 基 金 協 会

石 川 県 労 働 者 信 用 基 金 協 会

福 井 県 労 働 者 信 用 基 金 協 会

理  事  長 砂　金　良　昭＊ 一般社団法人　日本労働者信用基金協会

副理事長 松　迫　卓　男＊ 一般社団法人　全国労働金庫協会　副理事長

専務理事 小　野　　　隆＊ 一般社団法人　日本労働者信用基金協会

常務理事 冨　高　　　誠＊ 一般社団法人　日本労働者信用基金協会

常務理事 杉　山　紀　恵＊ 一般社団法人　日本労働者信用基金協会

理　　事 山　内　達　也 中央労働金庫　理事長

理　　事 齋　藤　敏　明 新潟県労働金庫　理事長

理　　事 土　肥　和　則 東海労働金庫　理事長

理　　事 山　本　昌　則 近畿労働金庫　専務理事

理　　事 谷　村　昌　昭 労働金庫連合会　専務理事

理　　事 横　山　龍　寛 一般財団法人　福井県労働者信用基金協会　理事長

理　　事 南 部 美 智 代＊ 労働者福祉中央協議会　事務局長

理　　事 安　永　貴　夫＊ 日本労働組合総連合会　副事務局長

理　　事 勝 木 江 津 子＊ 東京協立法律事務所　弁護士

理　　事 林　　　晃　司＊ マイスター会計事務所　代表　公認会計士

常勤監事 鈴　木　俊　克＊ 一般社団法人　日本労働者信用基金協会

監　　事 瀬　光　秀　昭　　 中国労働金庫　常務理事

監　　事 鈴　木　宏　明＊ (前)公益社団法人　成年後見センターリーガルサポート
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《期末保証債務残高の推移》

《保証限度額の推移》

※2022年４月現在の保証制度の概要は、P6参照。

1980年 6月 日本労働者信用基金協会創立総会開催
＊事務所は港区新橋2丁目12番地7号「労金新橋ビル」　 　

　 7月 大蔵･労働大臣へ設立許可申請
　 8月 社団法人設立許可
　 保証債務および損害補償債務の最高限度額を「基本財産の80倍」に設定
　 10月 信用保証事業開始

1983年 9月 旧保証システム稼働
1984年 4月 事務所移転　

＊港区新橋5丁目10番地5号「同和ビル」に移転　
　 6月 保証債務および損害補償債務の最高限度額を「基本財産の150倍」に引上げ

1988年 1月 旧求償権システム稼働
　 6月 事務所移転

＊千代田区神田駿河台2丁目9番地「駿河台フジビュービル」に移転　
1989年 11月 保証債務残高が1兆円を超える
1991年 4月 保証料体系の改定
1993年 10月 旧保証システムのデータオンライン化
1994年 6月 事務所移転　

＊千代田区神田駿河台2丁目2番地「御茶ノ水杏雲ビル」に移転　
1997年 4月 損害補償制度の新規引受停止

　 　 調整金制度導入（2002.3制度廃止）
　 　 求償担保方式導入

1998年 4月 求償権管理･回収直轄化方針の策定
2000年 5月 事務所移転　

＊文京区後楽1丁目4番14号「後楽森ビル」に移転　 　
2001年 4月 組織区分別保証料率導入

　 5月 新求償権システム（前求償権システム）稼働
2002年 3月 保証債務残高が5兆円を超える
2003年 4月 地域駐在嘱託職員配置
2004年 2月 全国版信用リスク管理システム（ＲＡＮＰ）稼働

　 4月 特別保証料制度導入（2017.6制度廃止）
2005年 4月 変動保証料制度導入
2006年 4月 階層別保証料率制度導入
2007年 7月 新保証システム（前保証システム）稼働
2008年12月 就職安定資金融資の保証引受開始（2010.9新規取扱終了）
2009年 8月 訓練・生活支援資金融資の保証引受開始

（2011.10求職者支援資金融資事業に衣替え）
2010年 3月 日本労信協「理念」制定

　 10月 保証債務残高が10兆円を超える
　 11月 代弁審査システム（Ｄ－ＴＷＩＮ）稼働

2011年 2月 損害補償制度の取扱終了
　 3月 東日本大震災被災者救済を目的とした無担保融資に係る保証引受開始
　 5月 技能者育成資金融資の保証引受開始
　 8月「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」への対応開始
　 10月 求職者支援資金融資の保証引受開始

2012年 4月 非営利型一般社団法人へ移行
　 西日本事務所開設

＊事務所は大阪市淀川区西宮原1丁目6番44号　近畿労働金庫　新大阪事務所内　
2013年 4月 ＮＰＯ等非営利法人事業融資の保証引受開始

　 6月 次世代認定マーク（愛称：くるみん）を取得
2014年 4月 西日本事務所移転

＊大阪市淀川区宮原3丁目5番36号「新大阪トラストタワー」に移転　 　
2015年 4月 札幌事務所開設

＊札幌市豊平区豊平4条3丁目1番1号「シャルム豊平」　 　
2016年 3月 求償権回収におけるコンビニ入金の取扱いを開始
2017年 4月 平成28年熊本地震被災者救済を目的とした無担保融資に係る保証引受開始

　 　 「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」への対応開始
2018年 3月 札幌事務所閉所

　 西日本事務所移転
＊吹田市豊津町10番34号「井門江坂駅前ビル」に移転　 　

10月 Ｗｅｂ完結型保証審査（カードローン）取扱開始
2019年 10月 労働金庫へデータ分析ツール提供

　 12月 ＳＭＳを活用した督促開始
2020年 3月 全国労働者信用基金協会連合会の解散(2020.2.17臨時総会にて決議)

　 6月 日本労信協設立40周年（2020.6.27）
2021年 5月 保証・代弁・求償権の３システムを統合した新基幹システム稼働
2021年 9月 Ｗｅｂ完結型保証審査（無担保証書貸付）取扱開始

　             年月
 1980.10 1981.9 1983.3 1989.4 2001.3 2014.10
保
証
限
度
額

無担保 300万円 500万円 500万円 500万円 1,000万円 2,000万円

有担保 2,000万円 2,000万円 3,000万円 5,000万円 1億円 1億円

保証事業を譲り受けた
労(勤)信協

1994年

3月 高 知 県 労 信 協

1999年

1月 島 根 県 勤 信 協

3月 広 島 県 労 信 協

香 川 県 勤 信 協

2000年

1月 栃 木 県 労 信 協

3月 宮 城 県 勤 信 協

9月 大 分 県 労 信 協

2001年

2月 長 崎 県 勤 信 協

3月 岡 山 県 労 信 協

徳 島 県 勤 信 協

福 岡 県 労 信 協

佐 賀 県 労 信 協

9月 滋 賀 県 労 信 協

11月 奈 良 県 労 信 協

和歌山県労信協

2002年

3月 岩 手 県 勤 信 協

福 島 県 労 信 協

熊 本 県 勤 信 協

鹿児島県労信協

9月 青 森 県 労 信 協

秋 田 県 労 信 協

11月 京 都 府 労 信 協

兵 庫 県 勤 信 協

2003年

3月 山 梨 県 労 信 協

9月 愛 媛 県 労 信 協

10月 大 阪 府 勤 信 協

2004年

1月 長 野 県 労 信 協

3月 千 葉 県 労 信 協

岐 阜 県 労 信 協

4月 沖 縄 県 労 信 協

9月 愛 知 県 勤 信 協

11月 三 重 県 勤 信 協

2006年

1月 山 口 県 福 基 協

2010年

11月 茨 城 県 労 信 協

群 馬 県 労 信 協

埼 玉 県 労 信 協

東 京 共 同 保 証

神奈川県労信協

2013年

8月 山 形 県 労 信 協

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021

■件数　■金額

１兆円を
超える

5兆円を
超える

10兆円を
超える

0 15105
（兆円）

0 150 300 450
（万件）

（年度）
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定　　款定　　款

コーポレートデータ	

第１章　総則

（名称）
第 １ 条　 この法人は、一般社団法人日本労働者信用基金協会と称する。

（事務所）
第 ２ 条　 この法人は、主たる事務所を東京都文京区に置く。

２　 この法人は、理事会の決議によって従たる事務所を必要な地
に置くことができる。これを変更または廃止する場合も同様
とする。

第２章　目的および事業

（目的）
第 ３ 条　 この法人は、労働者への融資の円滑のために公益性に根ざし

た信用保証事業を行い、もって労働者とその家族が安心して
生活できる共生社会の実現に寄与することを目的とする。

（事業）
第 ４ 条　 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）  労働金庫が行う労働者およびその労働者と生計を一にす
る配偶者その他の親族に対する融資に係る債務保証

（２）  労働金庫が行う国および独立行政法人の融資制度に係る
債務保証

（３）  労働金庫および他の金融機関が行う労働者を対象とする自
治体提携融資に係る債務保証

（４）  労働者信用基金協会（この法人と類似の事業を行う各都道
府県単位に設立される法人（以下「労信協」という。））の信
用保証事業の承継に伴う労働金庫以外の金融機関が行う
労働者に対する生活資金および住宅資金の融資に係る債
務保証

（５）  労働金庫が行う特定非営利活動法人等非営利法人への融
資に係る債務保証

（６）  その他この法人の目的を達成するために必要な事業
２　 前項の事業は、日本国内において行うものとする。
３　 第１項第１号から第５号までに規定する業務の方法は、業務

方法書に定める。

（保証債務の最高限度）
第 ５ 条　 この法人の保証債務の最高限度額は、基本財産の１５０倍とする。

第３章　社員

（社員の資格）
第 ６ 条　 この法人の社員たる資格を有する者は、次に掲げる者でこの

法人の目的および事業に賛同する者とする。
（１）  労働金庫
（２）  労信協
（３）  労働金庫連合会

（社員の資格の取得）
第 ７ 条　 この法人の社員になろうとする者は、理事会の定めるところ

により申込みをし、その承認を受けなければならない。

（任意退社）
第 ８ 条　 社員は、理事会において別に定める退社届を提出することに

より、任意に退社することができる。

（除名）
第 ９ 条　 社員が次のいずれかに該当するに至ったときは、社員総会の

決議によって当該社員を除名することができる。
（１）  この定款その他の規則に違反したとき。
（２）  この法人の名誉を傷つけ、または目的に反する行為をした

とき。
（３）  その他除名すべき正当な事由があるとき。
２　 前項の規定により社員を除名しようとする場合には、その社

員に社員総会で弁明の機会を与えなければならない。

（社員資格の喪失）
第10条　前２条の場合のほか、社員は、次のいずれかに該当するに

至ったときは、その資格を喪失する。
（１）  当該社員が解散したとき。
（２）  総社員が同意したとき。 

第４章　社員総会

（構成）
第11条　 社員総会は、すべての社員をもって構成する。

（議決権）
第12条　 社員総会における議決権は、１社員につき１個とする。

（権限）
第13条　 社員総会は、次の事項について決議する。

（１）  社員の除名
（２）  理事、監事および会計監査人の選任または解任ならびに

会計監査人を再任しないこと
（３）  理事および監事の報酬等の額
（４）  定款の変更
（５）  解散および残余財産の処分
（６）  その他社員総会で決議するものとして法令またはこの定款

で定められた事項

（開催）
第14条　 この法人の社員総会は、定時社員総会として毎年度６月に １

回開催するほか、必要がある場合に臨時社員総会を開催する。

（招集）
第15条　 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の

決議に基づき理事長が招集する。
２　 総社員の議決権の５分の１以上の議決権を有する社員は、

理事長に対し、社員総会の目的である事項および招集の理
由を示して、社員総会の招集を請求することができる。

（議長）
第16条　 社員総会の議長は、理事長が当たる。

（定足数）
第17条　 社員総会は、総社員の過半数が出席しなければ成立しない。

（決議）
第18条　 社員総会の決議は、総社員の議決権の過半数を有する社員が

出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。
２　 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総社員の半数以上

であって、総社員の議決権の ３ 分の ２ 以上に当たる多数を
もって行う。

（１）  社員の除名
（２）  監事の解任
（３）  定款の変更
（４）  解散
（５）  その他法令で定められた事項

（議事録）
第19条　 社員総会の議事については、法令で定めるところにより、議事

録を作成する。
２　 議長および議長の指名した出席社員 ２ 名以上は、前項の議

事録に記名押印する。

第５章　役員および会計監査人

（役員および会計監査人の設置）
第20条　 この法人に、次の役員を置く。

（１）  理事　11名以上15名以内
（２）  監事　 ２ 名以上 ３ 名以内
２　 理事のうち ３ 名を代表理事とする。
３　 代表理事以外の理事のうち２名以内を業務執行理事とする。
４　 この法人に会計監査人を置く。

（役員および会計監査人の選任）
第21条　 理事および監事ならびに会計監査人は、社員総会の決議に

よって選任する。
なお、社員総会に提出する会計監査人の選任に関する議案
の内容は、監事の過半数をもって決定する。

２　 理事および監事は社員の代表者その他役職員のうちからこ
れを選任する。ただし、特に必要があると認められる場合は、
理事および監事を社員の代表者その他役職員以外の学識経
験のある者のうちから選任することができる。

３　 第１項の決議によって選任された理事のうちから、理事会に
おいて代表理事として理事長１名、副理事長１名、および専
務理事１名を選定する。

４　 第１項の決議によって選任された理事のうちから、理事会に
おいて業務執行理事として常務理事２名以内を選定する。

（理事の職務および権限）
第22条　 理事は、理事会を構成し、法令およびこの定款で定めるところ

により、職務を執行する。
２　 代表理事は、法令およびこの定款で定めるところにより、この

法人を代表し、その業務を執行し、業務執行理事は理事会に
おいて別に定めるところにより、この法人の業務を執行する。

３　 理事長は、会務を総理する。
4　 副理事長は、理事長が欠けたとき、または理事長に事故ある

ときは、その職務を代行する。
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5　 専務理事は、理事長および副理事長を補佐して業務を統括し、
理事長および副理事長が欠けたとき、または理事長および副
理事長に事故あるときは、その職務を代行する。

6　 常務理事は、代表理事を補佐して業務を執行する。
7　 代表理事および業務執行理事は、３箇月に１回以上、自己の

職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務および権限）
第23条　 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところに

より、監査報告を作成する。
２　 監事は、いつでも、理事および使用人に対して事業の報告を

求め、この法人の業務および財産の状況の調査をすることが
できる。

３　 監事は理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を
述べなければならない。

（会計監査人の職務および権限）
第24条　 会計監査人は、法令で定めるところにより、この法人の貸借対

照表および損益計算書（正味財産増減計算書）ならびにこれ
らの附属明細書を監査し、会計監査報告を作成する。

２　 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧および謄写
をし、または理事および使用人に対し、会計に関する報告を
求めることができる。

（１）  会計帳簿またはこれに関する資料が書面をもって作成さ
れているときは、当該書面

（２）  会計帳簿またはこれに関する資料が電磁的記録をもって
作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事
項を法令で定める方法により表示したもの

（役員および会計監査人の任期）
第25条　理事および監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時ま
でとし、再任を妨げない。

２　 補欠として選任された理事または監事の任期は、前任者の任
期の満了する時までとする。

３　 理事または監事は、第20条に定める定数に足りなくなるとき
は、任期の満了または辞任により退任した後も、新たに選任
された者が就任するまで、なお理事または監事としての権利
義務を有する。

４　 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度
のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時までと
する。ただし、その定時社員総会において別段の決議がされ
なかったときは、再任されたものとみなす。

（役員および会計監査人の解任等）
第26条　理事、監事および会計監査人の解任ならびに会計監査人を

再任しないことについては、社員総会の決議による。
なお、社員総会に提出する会計監査人の解任および再任し
ないことに関する議案の内容は、監事の過半数をもって決定
する。

２　 監事は、会計監査人が次のいずれかに該当するときは、監事
全員の同意により、会計監査人を解任することができる。この
場合、監事は、解任した旨および解任の理由を、解任後最初
に招集される社員総会に報告するものとする。

（１）  職務上の義務に違反し、または職務を怠ったとき。
（２）  会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。
（３）  心身の故障のため、職務の執行に支障があり、またはこれ

に堪えないとき。

（役員および会計監査人の報酬等）
第27条　 理事の報酬等は、社員総会において定める総額の範囲内で、

理事会において別に定める支給基準に従って支給することが
できる。

２　 監事の報酬等は、社員総会において定める総額の範囲内で、
監事の協議によって定める。

３　 会計監査人に対する報酬等は、監事の過半数の同意を得て
理事会において定める。

（責任免除または限定）
第28条　 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

（以下「一般法人法」という。）第114条の規定により、理事
および監事ならびに会計監査人の同法第111条第 1 項の
損害賠償責任について、法令に定める要件に従い、賠償責任
額から法令に定める最低責任限度額を除して得た額を限度
とし、理事会の決議によって免除することができる。

２　 この法人は、一般法人法第115条の規定により、非業務執行
理事等の同法第111条第１項の損害賠償責任について、法
令に定める要件に従い、賠償責任を限定する契約を締結する
ことができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度は、一般法
人法第113条第１項で定める最低責任限度額とする。

第６章　理事会

（構成）
第29条　 この法人に理事会を置く。

２　 理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権限）
第30条　 理事会は、次の職務を行う。

（１）  この法人の業務執行の決定
（２）  理事の職務の執行の監督
（３）  代表理事および業務執行理事の選定および解職
２　 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定

を理事に委任することができない。
（１）  重要な財産の処分および譲受け
（２）  多額の借財
（３）  重要な使用人の選任および解任
（４）  従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更および廃止
（５）  理事の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制その他法人の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして法令で定める体制の整備

（６）  第28条第１項の責任の免除および同条第２項の責任限
定契約の締結

（招集）
第31条　 理事会は、理事長が招集する。

２　 理事長が欠けたとき、または理事長に事故があるときは、第
22条第４項または第５項に拠り、副理事長または専務理
事が理事会を招集する。

（議長）
第32条　 理事会の議長は、理事長が当たる。

（定足数）
第33条　 理事会は、その構成員の過半数が出席しなければ成立しない。

（決議）
第34条　 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理

事を除く理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

（決議の省略）
第34条の２　 この法人は、理事が理事会の決議の目的である事項に

ついて提案をした場合において、当該提案につき理事（当
該事項について議決に加わることができるものに限る。）の
全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をした
とき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）
は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものと
みなす。

（議事録）
第35条　 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録

を作成する。
２　 出席した代表理事および監事は、前項の議事録に記名押印

する。ただし、代表理事が出席しなかった場合は、出席した理
事および監事が記名押印する。

3　 前条により決議の省略があった場合は、議事録作成に係る職
務を行った理事が第１項の議事録に記名押印する。

（常任理事会）
第36条　 この法人に常任理事会を置く。

２　 常任理事会は、理事長、副理事長、専務理事、常務理事で構
成する。

３　 常任理事会は、理事会より委任を受けた事項について協議
し、決議することができる。

４　 監事は、必要があると認めるときは、常任理事会に出席し、意
見を述べることができる。

５　 第１項の常任理事会に関する規程は、理事会において別に
定める。

第７章　委員会

（委員会）
第37条　 この法人は、理事会が必要あると認めたときに、委員会を設

置することができる。
２　 委員会の任務、構成および議事の運営に関し必要な事項は、

理事会の決議によって別に定める委員会規程による。

第８章　事務局

（事務局）
第38条　 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。



度
年

０
２

2
２

画
計
業
事

勢
態
理
管
部
内

編

料

資

み
組
仕
の
業
事

要
概
の
度
制
証
保

つ
さ
い
あ
ご

割
役
と
立
設
／
要
概

第
８
期
中
期

経
営
計
画
の
概
要

経
営
管
理
体
制

ト
ピ
ッ
ク
ス

度
年

０
２

1
２算

決

告
報

度
年

０
２

告
報
業
事

1
２

NihonRoshinkyo Disclosure 2022

50

コーポレートデータ	

２　 事務局には、所要の職員を置き、理事長が任免する。
３　 事務局の組織および運営に関する事項は、理事会の決議を経

て理事長が別に定める。

第９章　資産および会計

（基本財産）
第39条　 この法人に、基本財産を設ける。

２　 基本財産は、次の各号に掲げるものにより構成する。
（１）  寄付金
（２）  保証積立資産

（基本財産の維持および処分）
第40条　 この法人は、基本財産の適正な維持および管理に努めるもの

とする。
２　 基本財産は、これを消費し、または抵当権その他の物権のた

めに供してはならない。
３　 やむを得ない理由により基本財産の一部を取り崩す場合に

は、社員総会の承認を得なければならない。
（基本財産および保証基盤安定化積立資産の積み立て）
第41条　 事業年度末において正味財産の増加額が生じたときは、今後

の保証事業規模の見通しや第５条の最高倍率を踏まえ、十
分な基本財産を確保する上で必要と社員総会で決議した金
額を保証積立資産へ積み立てるものとし、なお余剰がある場
合は、保証基盤安定化積立資産に積み立てるものとする。

２　 保証基盤安定化積立資産は、基本財産の減少を防止し、また前
項で掲げた十分な基本財産を確保するための積立資産とする。

３　 保証基盤安定化積立資産は、次の場合以外に取り崩すことが
できない。

（１）  事業年度末の決算で正味財産の減額が生じた場合
（２）  保証積立資産へ積み立てる場合

（資産の運用）
第42条　 この法人は、次の方法以外によりその金融資産を運用しては

ならない。
（１） 労働金庫連合会、労働金庫または理事会で決議した金融機

関への預金（元本について損失が生じるおそれがある預金
を除く）

（２） 国債証券、政府保証債券、地方債証券（ただし、市場公募債
に限る）の保有

（３）  公社債投資信託の保有
（基金）
第43条　 この法人は、基金を引き受ける者の募集をすることができる。

２　 拠出された基金は、基金の拠出者と合意した期日まで返還し
ない。

３　 基金の返還の手続については、返還する基金の総額につい
て定時社員総会の決議を経るものとするほか、基金の返還
を行う場所および方法その他の必要な事項を理事会におい
て別に定める基金取扱規程によるものとする。

（事業年度）
第44条　 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月

３１日に終わる。
（事業計画および収支予算）
第45条　この法人の事業計画および収支予算書については、毎事業

年度の開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の承
認を受け、定時社員総会に報告しなければならない。

２　 前項の書類については、主たる事務所および従たる事務所
に、当該事業年度が終了するまでの間備え置くものとする。

（事業報告および決算）
第46条　この法人の事業報告および決算については、毎事業年度終

了後、理事長が次の書類を作成し、監事の監査を受け、かつ、
第３号から第５号までの書類について会計監査人の監査を
受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

（１）  事業報告
（２）  事業報告の附属明細書
（３）  貸借対照表
（４）  損益計算書（正味財産増減計算書）
（５）  貸借対照表および損益計算書（正味財産増減計算書）の附

属明細書
２　 前項の承認を受けた書類のうち、第 1 号、第 3 号および第4

号の書類については、定時社員総会に報告するものとする。
ただし、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行
規則第48条に定める要件に該当しない場合には、第 1 号の
書類を除き、定時社員総会への報告に代えて、定時社員総会
の承認を受けなければならない。

３　 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備
え置くとともに、定款、社員名簿を主たる事務所に備え置くも
のとする。

（１）  監査報告書
（２）  会計監査報告書

（剰余金分配の禁止）
第47条　 この法人は、剰余金の分配を行うことができない。

第10章　定款の変更および解散等

（定款の変更）
第48条　この定款は、社員総会において、総社員の半数以上であって、

総社員の議決権の３分の２以上の決議によって変更するこ
とができる。

（解散）
第49条　この法人は、社員総会において、総社員の半数以上であって、

総社員の議決権の３分の２以上の決議その他法令で定めら
れた事由により解散する。

（残余財産の処分）
第50条　この法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員

総会の決議を経て、公益社団法人及び公益財団法人の認定
等に関する法律第５条第17号に掲げる法人または国もしく
は地方公共団体に贈与するものとする。

第１１章　情報公開および個人情報保護等

（情報公開）
第51条　この法人は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動

状況、運営内容、財務資料等を適正かつ適時に開示するもの
とする。

２　 情報公開に関し必要な事項は、理事会の決議によって別に定
める。

（個人情報保護）
第52条　 この法人は、個人情報保護に万全を期すものとする。

２　 個人情報保護に関し必要な事項は、理事会の決議によって別
に定める。

（公告の方法）
第53条　 この法人の公告は、官報に掲載する方法による。

２　 この法人の貸借対照表および損益計算書（正味財産増減計算
書）の公告は、前項にかかわらず、定時社員総会ごとにその終
結の日後５年間を経過するまでの間、継続してインターネット
に接続された自動公衆送信装置を使用する方法による。

第１２章　補則

（委任）
第54条　この定款に定めるもののほか、この定款の施行に必要な事項

は、理事会の決議によって別に定める。

附則

１　 この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下この附則
において「整備法」という。）第121条第１項において読み
替えて準用する同法第106条第１項に定める一般法人の
設立の登記の日から施行する。

２　 整備法第121条第１項において読み替えて準用する同法第
106条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と一般
法人の設立の登記を行ったときは、第44条の規定にかかわ
らず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の
登記の日を事業年度の開始日とする。

３　 この法人の最初の代表理事は金子憲彦（理事長）および中島
努（専務理事）、業務執行理事は百濟哲行（常務理事）および
志賀直範（常務理事）とする。

４　 この法人の最初の会計監査人は新日本有限責任監査法人と
する。

５　 この定款は、2020年 ６月29日に一部変更し、同日から施
行する。

定款の変遷
2012年 4 月 1 日　設置
2013年 6 月27日　変更
2015年 6 月２９日　変更

定　　款定　　款
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西日本事務所

●JR総武線　水道橋駅

　西口より徒歩４分

●都営三田線　水道橋駅

　A2出口より徒歩７分

●大阪メトロ御堂筋線・

　北大阪急行南北線　江坂駅

　北改札⑤番出口より徒歩３分 

〒112-0004　東京都文京区後楽１丁目４番14号　後楽森ビル７・17階
TEL 03-3818-2811（代）

一般社団法人 日本労働者信用基金協会

〒564-0051　大阪府吹田市豊津町10番34号
井門江坂駅前ビル８階
TEL 06-6369-0770（代）

▲

ESAKA･MUSE

りそな銀行

豊津公園

ホテル
パークサイド

大同生命
ビル

三井住友
銀行

大阪厚生信金

セブン
イレブン

関西スーパー江坂店

サニーストン
ホテル

みずほ
銀行

内環状線

池田泉州
銀行

東急
REIホテル

東急ハンズ

▼

北5 江坂
公園

西日本事務所
井門江坂駅前ビル

８階

千
里
中
央

新
大
阪

北
大
阪
急
行
・
大
阪
メ
ト
ロ

　江
坂
駅

東京ドーム
ホテル

東京歯科大学
水道橋病院

御茶ノ水▶◀新宿

住宅金融
支援機構

トヨタ
自動車

ミーツ
ポート 都立工芸高校

西口
神田川

外堀通り

東口

後楽園ホール

小石川
後楽園

ウインズ
後楽園

（黄色いビル）

A1

東京ドーム 都
営
三
田
線 

水
道
橋
駅

白
山
通
り

白
山
通
り

A2

A4

JR総武線 水道橋駅

一般社団法人
日本労信協
後楽森ビル
７・１７階

事務所のご案内
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